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おわりに
はじめに
わが国の独立燃焼説は, 判例理論にみられるように, 既遂時期の早期化
が懸念されている。判例は, 焼損 (焼燬) 要件で重視される目的物の燃焼
作用について, 継続する可能性を出発点として, 営む可能性に表現をかえ
て, 最判昭和23年11月 2 日 (刑集 2 巻12号1443頁) が独立して燃焼する
こととするに至った。たしかに, この表現の変遷は,「営む」や「燃焼」
の意味に継続的な作用も含むことから, 当初の判断基準を受け継いでいる
といえる。燃え続けることも意味するからである。
しかしながら, 燃焼作用を「営む」可能性や, 端的に「独立燃焼」と表
現することで, 既遂時期の早期化をもたらしたといえる事案がないわけで
はない。それは, 放火された壁紙を経由して天井板を約 1尺 (約 30cm)
四方にわたって焼燬した昭和23年判決や, エレベーターの化粧シートを
約 0.3m2にわたって燃焼した最決平成元年 7 月 7 日 (判時1326号157頁)
である。とりわけ, 平成元年決定は, 部屋の壁紙と同様な内装の焼失をもっ
て, 刑法第108条の現住建造物放火罪の既遂を認めている。
既遂時期の早期化に対する批判は, 昭和初期に顕著となり, ドイツ放火
罪の独立燃焼説をわが国に導入することに向けられた。ドイツの「燃焼
(Inbrandsetzen)」要件の文言と, 日独の建造物の差異に着目し, わが国
独自の解釈を展開すべきと主張されたのである。この批判を受けて, これ
までの焼損要件は, わが国の枠内で論じられており, ドイツの独立燃焼説
と比較することが乏しくなったように思われる。
しかしながら, 放火行為に用いられる火力要素は, 日独で差異がないは
ずである。放火罪で最も重視される出発点は, 建造物に燃焼作用が発生す
ることで共通している。マッチやガソリンといった媒介物から, 目的物に
燃焼作用を生じる過程は同一に評価されている。そうすると, ドイツの独
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立燃焼説を初めから否定するのではなく, あまり比較されなくなった戦後
以降の発展的解釈を検討することで, わが国の独立燃焼説を制限する視点
になるといえる。ドイツでは, 当初の独立燃焼説よりも既遂時期を遅らせ,
未遂の領域を拡大してきた点に特色がみられるからである。
また, これまでにドイツの独立燃焼説が通用するのは, 石やレンガ造り
といった西洋の堅固な建造物に限られるといわれていた。わが国の建造物
では, 木造で紙障子や畳を並べた構造になっており, 容易に目的物が独立
して燃焼し始めてしまうので, 放火罪の未遂が認められなくなるからであ
る。しかしながら, ドイツでも, 石やレンガ造りだけで構成された建造物
ではなく, 木造部分の燃焼作用を問題とする事案が多い。むしろ, 燃焼し
難いとの問題意識は, わが国と時を同じくして, コンクリート造りの建造
物が放火客体になり始めた段階からである。
そうすると, 放火の行為態様と建造物の構造からして, わが国との共通
点が十分に見出せるといえる。そもそもドイツ放火罪が, 燃焼しない石や
レンガ造りの建造物を対象にしていたならば, 既遂時期を「燃焼」要件で
判断し続けてきたはずはない。ドイツでも, 建造物の木造部分に燃焼作用
を生じ, そこからのさらなる客体上での燃え広がりが, 放火罪の公共危険
性として重視されている。
そこで, 本稿は, わが国の独立燃焼説に向けられた批判の原点を探るた
めに, ドイツの重放火罪 (旧306条・現306条ａ1 項) の燃焼要件を検討す
るものである。ドイツの独立燃焼説の特色は, 判例が率先する形で, 建造
物の範囲を徐々に限定してきた点にある。建造物の重要な構成部分が燃焼
し続けることを要求しているのである。また, 建造物の大規模化に合わせ
て, 燃焼作用の拡大性が重視されている。住居部分へと向かう, さらなる
燃え広がりである。この何が燃えたのかと, どのように燃えたのかの 2点
で制限的解釈がなされていることに着目し, ドイツの独立燃焼説を再検討
論
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したい。
(１)
第 1 章 戦前の判例
1．独立燃焼説の発端
戦前の判例は, 住居建造物を主な客体とする重放火罪 (旧306条)
(２)
の燃
焼要件について, 火が可燃物から目的物に燃え移り, 独立して燃焼作用を
継続する可能性と解した。わが国の昭和初期において, ドイツの継承を目
指した独立燃焼説が展開され出したのである。その発端となるライヒ最高
裁判所1882年10月20日判決 (RGSt 7, 131) の事案は, 被告人が雇用者の
住居に付随した物置部屋において, 机の上に石油ランプを置いたが, その
付近に洗濯物が置かれたり, 低位置の物干しロープに洗濯物が掛けられた
りしていたため, 火が洗濯物に燃え移ったものである。その失火により,
消火時には洗濯物が燃えただけでなく, 入口の格子戸の一部が炭化した。
まず, 本判決は, 失火罪 (旧309条) の「火災の惹起」要件について,
人の住居に用いられる建造物が客体となる限りで, 重放火罪の「燃焼」要
件と同様に評価すべきであるとした。すなわち, 両要件は, 炎が建造物に
燃え移ったと識別できる痕跡を残しただけでは十分でなく, 建造物が実際
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(１) 私は, 以前に「放火罪における『焼損』と『公共の危険』の意義につ
いて (二・完)」関学60巻 4 号 (2010年) 107頁以下において, ドイツの燃
焼要件を概観した。同稿では, 大規模建造物の事案に対して, 独立燃焼説
の判断基準の中で, どの要素に比重が置かれているのかを十分に検討でき
なかった。そこで, 本稿では, 放火客体によって判断要素が区別されてい
る点にも注目して, 判例の変遷を追っていきたい。
(２) 旧第306条〔重放火〕
次のものを燃焼させた者は, 1 年以上の自由刑に処する。
第 2号 人の住居に用いられる建造物, 船舶若しくは小屋
本条は, 法務省大臣官房司法法制調査部編『ドイツ刑法典』(法曹会,
1982年) 196頁参照。
に燃え出さなければならない｡「その炎が可燃物を取り除いたとしても,
建造物の継続燃焼 (Fortbrennen) を可能にする方法で, 可燃物から燃え
移らなければならない」と解される｡「建造物部分のたんなる炭化 (An-
kohlen)」では, 放火罪の構成要件を満たす現象ではない。
この炭化現象の不十分さは, 炎の一時的な接触によっても引き起こされ
るからである。とりわけ, 炭化は, 建造物自体を燃焼することに最初から
適さない炎の接触でも生じる。したがって, 本件では, 火が出入口用ドア
に燃え移って燃焼作用を生じたといえず,「燃えている洗濯物を分離して
も, ドアの独立した継続燃焼が可能である」と評価することができないと
した。
この判例は, 燃焼要件を目的物が継続燃焼する可能性と解して, 独立燃
焼説の骨格を示したものである。可燃物の除去によっても目的物が燃え続
けうることを要求し, 燃焼作用の独立性を重視している。
(３)
とりわけ, 可燃
物の一時的な接触によっても, 容易に引き起こされる炭化現象を既遂から
除外すべきであるとした点に特色がある。媒介物の炎が及ぶ範囲では容易
に目的物に炭化を生じるので, その痕跡だけの安易な認定を不十分とし,
燃焼作用の厳密な認定を地裁に課したのである。そのため, ドイツの判例
は, 独立燃焼説を適用する前提として, 目的物の燃焼作用の厳密な事実認
定を必要とすることから出発したといえよう。
その後の判例は, 本判決を引用して, 目的物の継続燃焼の可能性を判断
基準とした。
(４)
その理由として, ライヒ最高裁判所1889年 1 月 3 日判決
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(３) なお, 独立燃焼説の原型を示した先例として, ライヒ最高裁判所1880
年 5 月30日判決 (RGSt 1, 375) がある。同判決は, 火が可燃物から目的
物に燃え移り,「現実的な燃焼作用」の発生を要求している。
(４) 例えば, ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決 (GA 39, 442), 同1894
年 4 月30日判決 (RGSt 25, 326), 同1907年10月11日判決 (RGSt 40, 321),
(RGSt 18, 355) は, 独立燃焼説が日常生活における「火災 (Brand)」概
念と結び付くことを挙げている。つまり, 独立燃焼説は, 社会通念上の
「火災」に至ったことと合致するのである。
(５)
また, その内容として重視さ
れる燃焼作用の継続性には, 建造物の全焼にまで発展しうる火勢に至った
との評価が込められているともいえる。
(６)
これらの理由に基づく独立燃焼説
は, ライヒ裁判所時代に一貫して用いられたのである。
(７)
2．燃焼作用の火勢
判例には, 独立燃焼説の意味する目的物の燃焼作用について, 炎を上げ
ることまでは必要でないとして, 燃焼要件に取り込まれる火力要素を明確
にしたものがある。この炎を伴わない火力要素は現在の学説でも好意的に
受け入れられており, ドイツの燃焼概念を早期に示したことになる。
そのライヒ最高裁判所1889年 1 月 7 日判決 (RGSt 18, 362) の事案は,
被告人が 2 部屋を仕切る木組みの壁付近に失火し, その木製の柱を全範
囲にわたり, 激しい煙を伴いながら炎を上げずに燃えさせたものである。
この炎を伴わない燃焼は, 消火されるまでの数時間にわたって, 自発的に
継続して激しい煙の放出を続けていた。鑑定結果によると, 消火されずに
酸素の流入があれば, 明るい炎を突発するものであった。
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同1930年11月 7 日判決 ( JW 1931, 3281), 同1936年12月 7 日判決 ( JW 1937,
168) がある。また, ライヒ最高裁判所1929年10月21日判決 ( JW 1930,
835) も同旨。なお,「継続燃焼」と表現することで可能性に言及しないも
のとして, ライヒ最高裁判所1930年 6 月16日判決 (RGSt 64, 273), 同1937
年 4 月22日判決 (RGSt 71, 193) がある。もっとも, これらの判例は, 継
続燃焼の可能性とした判例を同旨と評価している。
(５) 丸山雅夫「判例理論としてのいわゆる『独立燃焼説』(下)」判時1397
号 (1991年) 149頁参照。
(６) ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決, 同1930年11月 7 日判決参照。
(７) 星周一郎『放火罪の理論』(東京大学出版会, 2004年) 190頁以下。
本判決は, 燃焼要件を1882年判決に従い, 独立燃焼説で判断すべきで
あると解した。その燃焼作用の火勢として, 目的物が明るい炎によって燃
えることまでは, 原則的に必要でないとした。すなわち, 目的物の重要な
構成部分が「たんに炎を上げずに赤々と燃えたり (), かすかに光っ
て燃えたり (Glimmen) すること」は, 一般的に火災といえる。また, 盛
んに煙っている火災 (Schwelen) も同様である。したがって, 本件では,
失火罪を認めた地裁の判断に法的な誤りはないとした。
この判例は, 燃焼要件の火力要素について, 明るい炎を上げるまでは必
要でなく, 赤々としたり, かすかな光を伴ったり, 盛んに煙ったりするこ
とでも足りるとしたものである。言い換えると, 目的物の構成部分に燃え
上がりを生じる必要はなく, 火勢を保ち続けることで十分となる。もっと
も, 炎を伴わない燃焼を即座に認めたわけではなく, 本件の事実認定にみ
られるように, 自発的な継続性と, 炎を発生しうる火勢であったことを踏
まえた点に着目する必要がある。酸素不足によって不完全燃焼を続けるよ
うに, あくまで火力要素に継続性が備わっていなければ, 燃焼要件に該当
しないことを前提としたものである。
第 2章 戦後の判例
1．独立燃焼説の継承
戦後の判例は, ライヒ裁判所の独立燃焼説を踏襲し, 目的物の継続燃焼
の可能性を判断基準とした。その継承点となる連邦通常裁判所1954年 7
月13日判決 (BGHSt 7, 37) の事案は, 被告人が義兄弟を火災によって驚
かすため, 燃えている 1l のガソリンを住居用ドアに注ぎ込んで放火した
ものである。その際に, ちょうど義兄弟の友人が家屋から立ち去るところ
で, 驚きのあまり走り去ろうとした。被告人もこれに驚き, 残りの燃えて
いるガソリンを勢いあまって, 室内, 家具類と遭遇した友人に振りかけて
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しまった。その結果として, 友人は火傷によって死亡した。
本判決は, 燃焼要件についてライヒ最高裁判所1937年 4 月22日判決
(RGSt 71, 193) を引用し, 例えば, 住居用ドアやドアの敷居のように,
目的物の一部に火が燃え移り,「可燃物の影響なしに独立して継続燃焼
(weiterbrennen) を可能にする」ことと解した。そうすると, 本件の地裁
の認定では, 室内火災が家屋に重大な被害を生じることなく消火されたと
示されており, 建造物の燃焼が阻止されたとも推測できるとした。したがっ
て, 本件では, 消火時に重放火罪の既遂に達していたと評価するには不十
分であり, 同罪の結果的加重犯である特別重放火罪 (旧307条 1 号) の既
遂とした判断を破棄差し戻しとした。
(８)
この判例は, ライヒ裁判所時代の独立燃焼説を継承し, 目的物の継続燃
焼の可能性を重視したものである。
(９)
その際に, 建造物の燃焼状況について
厳密な認定を堅持したことが特徴的である。本事案では, 燃えているガソ
リンによって人の死の結果まで生じた。被害結果からすると, 特別重放火
罪の無期または10年以上の自由刑で処罰しうる重大犯罪である。もっと
も, 本判決は, 結果の重大性に目を奪われることなく, あくまで基本犯の
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(８) なお, 本判決は, 燃焼 (火災) と死の結果の直接的な関連性を要求し
たライヒ最高裁判所1907年10月11日判決を否定した。死の結果が, 重放火
罪の既遂に至る前の燃焼要素, つまりは「火災に包まれることなしに, 燃
えている可燃物」によって惹起された場合も同様に評価すべきであるとし
た。すなわち, 放火結果と加重結果ではなく, 放火行為と加重結果の関連
性で足りるのである。この場合は, 基本犯の未遂によって加重結果が惹起
(erfolgsqualifizierte Versuch) されたので, 特別重放火罪の未遂となる。
(９) また, イギリス占領地区最高裁判所1949年 2 月15日判決 (OGHSt 1,
293), ハンブルク上級地方裁判所1952年 6 月 4 日判決 (NJW 1953, 117),
連邦通常裁判所1969年 7 月23日判決 (BGHSt 23, 60) も同旨。なお,「継
続燃焼」と表現するものとして, イギリス占領地区最高裁判所1950年 3 月
20日判決 (OGHSt 3, 1) がある。
重放火罪の既遂を認めるうえで, 燃焼した目的物部分の詳細な認定を必要
としたのである。
この厳密な認定を前提とすることは, 目的物自体に多大な被害を生じた
事案でも同様である。例えば, 媒介物のガソリンに放火したところ, 予期
せずに爆発を惹起してしまい, その影響で建造物が崩落した場合である。
このような場合でも, 火が建造物自体に燃え移り, 独立した継続燃焼を生
じなければ, 重放火罪の未遂にとどまると評価されている。
(10)
すなわち, 放
火罪と爆発物による爆発惹起罪 (旧311条) が区別されているので, たと
え媒介物の爆発作用によって建造物が粉々に破壊されたとしても, 未だに
燃焼要件を満たさないのである。この目的物の燃焼作用を厳格に要求する
ことは, 戦後の判例の一貫した姿勢である。
(11)
とりわけ, 建造物のどの部分
が燃焼したのかを, 事実認定で明確にすべきと要求し続ける点に顕著さが
みられる。
2．目的物の構成部分
(1) 建造物の構成部分
戦後の判例では, 最初に建造物部分とそれ以外の物の区別が問題になっ
た。例えば, 建造物を構成する壁や床が継続燃焼すれば既遂となるのに対
して, その構成部分に該当しない家具類では, 未だに媒介物が燃え出した
にすぎないとして未遂になる。この区別の判断基準を示したのが, 連邦通
常裁判所1961年 6 月13日判決 (BGHSt 16, 109) である。
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(10) 例えば, 連邦通常裁判所1965年 6 月11日判決 (BGHSt 20, 230), 同
1990年 9 月25日決定 (StV 1991, 50) がある。また, 住居に用いられてい
ない建造物を客体とする単純放火罪 (旧308条 1 項) の燃焼要件について,
連邦通常裁判所1985年 3 月26日決定 (1 StR 128 /85) も同旨。
(11) 丸山・前掲注 ( 5 ) 150頁参照。
本件の事案は, 被告人が他の労働者とともに居住するバラック式住宅に
おいて, 洗面所の前に据え付けとして, 壁にしっかりと釘付けされた本棚
をマッチで放火したものである。その炎がバラック壁に燃え移る前に, 滞
在していた同僚によって消火された。
本判決は, 燃焼要件を1937年・1954年判決に基づき, 火が目的物に燃
え移り,「可燃物の除去によっても独立して継続燃焼する」ことが必要で
あると解した。その目的物の範囲は, 建造物の構成部分に該当することで
あるとした。すなわち, 燃焼の対象となる建造物部分は, 民事法における
重要か否かの構成部分の区別ではなく,「日常用語 (Sprachgebrauch) と取
引通念 (Verkehrsanschauung)」によって判断すべきである。そうすると,
原則的に住居の家具類は, 建造物部分として否定される。それに対して,
例外的に作り付けの戸棚や, 浴室にしっかりと取り付けられた家具類は,
建造物部分として肯定されてもよい。本棚も, 壁の建設時に埋め込まれて
いるように, 完全に壁の一部を構成している場合に肯定されるだろう。
この肯否を踏まえると, 本件の壁に釘付けされた本棚が, バラック式住
宅の構成部分に含まれると簡単に認めることはできない。強固な接合性は,
バラック式住宅の原材料や初期の建築にのみ関連付けられることが必要で
ある。釘が多少なりとも壁に打ち込まれていることは重要でない。この釘
留めは,「建築物自体を毀損することなしに, 本棚をいつでも分離や他の
物に取り換えることができる」程度といえるだろう。したがって, 本件で
は, 建造物部分と評価できる本棚の接合性を地裁が認定していないので,
重放火罪の既遂とした判断を破棄差し戻しとした。
この判例は, 継続燃焼の対象となる目的物の範囲について, 建造物の構
成部分に該当することを要求したものである。建造物部分と家具類の区別
について, 建造物自体を毀損せずに取り外すことができるか否かを判断基
準として示している。この毀損基準によると, 原則的に家具類は, たんな
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る媒介物に位置付けられる。それに対して, 例外的に初期の建築段階から
建造物自体に組み込まれていれば, たとえ家具として使用されるものであっ
ても, 毀損を伴わずに取り外すことができないので, 建造物の構成部分と
なる。
(12)
本判決は, 建造物と家具類の区別を毀損基準で判断している。本件の壁
に釘付けされた本棚は, 新聞紙やガソリンといった媒介物と同様に評価さ
れている。たとえ独立した継続燃焼を生じても, 重放火罪の未遂段階にと
どまるのである。それに対して, 家具類が建造物の構成部分に含まれるの
は, 例外的なものに限られる。例えば, 壁の一部の壁棚や, 床の一部に接
合した浴槽が含まれることを意図したと思われる。この接合物に継続燃焼
が生じれば, 重放火罪の既遂になる。
(2) 建造物の重要部分
(i) 共同住宅の地下室
次に判例は, 建造物の構成部分を燃焼したとしても, 即座に重放火罪の
既遂を認めるのではなく, 建造物の重要部分に燃焼作用が拡大する可能性
を要求するに至った。建造物全体の用途を踏まえて, より重要な住居部分
に延焼しうることを追加し, 独立燃焼説の制限化に歩を進めたのである。
その厳格化を示した第一の判例は, 連邦通常裁判所1963年 5 月22日判決
(BGHSt 18, 363) である。
本件の事案は, 被告人が自身の家族や別の 6 世帯の借家人と居住する
共同住宅 (アパート) の地下室において, 格子戸を覆った袋布にろうそく
で放火し, 明るい炎を伴った火を格子戸に燃え移らせたものである。その
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(12) また, 建造物の重要な構成部分の観点から, バーの合板製カウンター
を家具類に位置付けたものとして, 連邦通常裁判所1987年 7 月28日決定
(1 StR 329 /87) がある。
後に, 被告人は煙と臭いの拡大に気付いたと知らせ, 被告人の夫と別の住
居者が消火した。
(13)
本判決は, これまでの判例が示してきた「目的物」の範囲との整合性を
踏まえたうえで, さらに重放火罪の既遂となる建造物の区画部分を限定し
た。
(14)
すなわち, 過去の判例は, 何らかの建造物部分に独立した継続燃焼が
生じることで十分とするものではない。これまでのライヒ裁判所は, 火が
自然鎮火することなく, 建造物全体に燃え広がりうることが疑いのない事
案のみを判断してきたにすぎない。燃焼が放火された建造物の一部分にと
どまると始めから判断できる場合も, 重放火罪の客観的構成要件が実現さ
れたといえるのかを問題にしたものではない。
もっとも, 先例でも, 何度か「重要な構成部分の燃焼」を要すると言及
されてきた。
(15)
例えば, 火が可燃物から「全く重要でなくはない構成部分に
燃え移り, 継続燃焼や建造物の全焼を可能にする」こととの言及にもみら
れる。
(16)
そうすると, これらのライヒ裁判所の見解からは, 目的物の重要で
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(13) 本事案の前に, 被告人が同袋布にマッチで放火し, 格子戸の木材を炭
化させたものの自然鎮火したことに対して, 重放火罪の未遂も合わせて問
われている。
(14) 燃焼要件の先例として, ライヒ最高裁判所1930年 6 月16日判決, 同
1936年12月 7 日判決, 同1937年 4 月22日判決, 連邦通常裁判所1954年 7 月
13日判決, 同1961年 6 月13日判決を引用している。
(15) ライヒ最高裁判所1889年 1 月 3 日判決, 同1889年 1 月 7 日判決, 同
1929年10月21日判決を参照している。
(16) ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決, 同1930年11月 7 日判決を引用
している。また, ライヒ最高裁判所1882年 2 月 8 日判決 (RGSt 6, 22) を
引用している。この1882年判決は, 森林を客体とする単純放火罪の故意と
して, やぶ, 小範囲の芝生で覆われた平地や個々の樹木の点火だけでは十
分でなく, 森林全体に及んでいることが必要としたものである。同判決は,
森林全体に対する放火の故意を主観面に必要としたことからすると, それ
に対応した客観面も燃焼要件に要求するものといえる。
ない部分の焼失のみを生じた場合に, 燃焼要件を満たさないと評価するこ
とが正当化されるのである。
これらの先例の燃焼要件をまとめると, 燃焼による火災 (Brand) が,
例えば, 階段, 床, 住居用ドアや窓枠のように,「用途に適した使用にとっ
て重要な意義を有する建造物部分に拡大しうる」ことを必要とする。また,
火が建造物全体にとって副次的な意義を有する複数の部分に拡大しうるこ
とも, 燃焼要件に該当するだろう。それに対して, その副次的な部分のみ
を焼失するような燃焼が生じても, 放火として十分でなく, 器物損壊によ
る処罰が考慮されるだけである。
そうすると, 本件の地裁は地下室の構造を認定していないので,「アパー
トの通常の構造」からして, 地下室の格子戸から別の建造物部分に延焼し
ない可能性を排除できない。したがって, 本件では, 用途に適した使用に
とって重要な部分への火災の拡大可能性が認定不足であり, 既遂後の特別
な中止犯 (旧310条) に当たるとした判断を維持できないとした。
この判例は, 燃焼要件に目的物の構成部分の継続燃焼と, さらに重要な
用途に使用されている部分への火災の拡大可能性を要求したものである。
従来の独立燃焼説の評価にも, たんに建造物の一部分の燃焼だけでなく,
重要部分への延焼の可能性を要求していたと読み取れることが根拠に挙げ
られている。もっとも, 本判決の意図する「用途に適した使用にとって重
要な部分」が, 大規模建造物のどの部分を指し示すのかは明示されていな
い。そこで, その後の判例の傾向を踏まえると, 建造物の副次的な区画部
分に継続燃焼を生じても, より重要な用途の ｢住居部分｣ に火災の拡大可
能性が認められなければ, 重放火罪の既遂にならないことを意図したと思
われる。
(17)
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(17) 連邦通常裁判所1977年 6 月 2 日決定 (1 StR 231 /77) 参照。
本判決は, 地下室の格子戸を住居建造物の副次的な区画部分に位置する
ものとしたことになる。
(18)
格子戸を含めたドアの評価は, 本判決の引用する
1954年判決が一般的な判断基準として, 住居用ドアの継続燃焼で足りる
としていたことから, 建造物の構成部分に含まれるといえる。それにもか
かわらず, 本判決は, このドアの一致性をもってしても重放火罪の既遂を
認めなかったので, 過去の判例を限定したことになる。
(19)
そのうえ, 本件格子戸から地下室の内壁や天井にとどまらず, 住居部分
への延焼の可能性を結論的に要求した点も踏まえると, 格子戸を備えた地
下室の区画部分は, 建造物の用途として重要な部分に含まれないこととな
る。倉庫や物置のように使用されている地下室は, 建造物の構成部分に当
たるといえども, 住居にとって重要な部分に該当しないと評価されたので
ある。住居にとって機能的に副次的な部分となる。
(20)
そうすると, 共同住宅
の地下室では, 2 階建て住宅の 1・2 階と同様に評価されず, 特別な考慮
を要するとの制限的解釈が取り込まれたことになる。この評価に基づいて
燃焼要件には, 建造物の構成部分の継続燃焼と, 重要な住居部分への火災
の拡大可能性が要求されるに至ったのである。
(21)
本判決は, さらに踏み込んで副次的な部分の焼失だけにとどまるならば,
放火罪ではなく, 器物損壊罪 (旧303条) や建築物破壊罪 (旧305条) に
よる処罰が考慮されるだけとしている。もっとも, 本事案は, そもそも放
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(18) また, 連邦通常裁判所1989年11月29日決定 (2 StR 571 /89) も同旨。
(19) Vgl. R. Schmitt, Anmerkung, JZ 1964, S. 190.
(20) この評価について, 連邦通常裁判所1998年 8 月11日判決 (BGHSt 44,
175) 参照。
(21) なお, わが国では, 建造物の客体性の問題となる。共同住宅の地下室
を非現住部分として, 地上階の各居室の現住部分との一体性で判断するこ
とになる。それに対して, ドイツでは, 一棟の住居建造物を客体としつつ
も, 燃焼要件にその制限化を求めたといえるであろう。
火罪として処罰されない中止犯 (著しい改悛の情) が認められていたもの
である。また, 地下室と住居部分の構造上の認定を欠いていることが理由
となって破棄されたので, 地下室の放火を放火罪から完全に除外するまで
の制限的解釈ではないと思われる。例えば, 副次的な用途の地下室全体に
大火災が生じたり, 1 階部分へと通じる階段室に燃え広がったりすれば,
重要な住居部分が燃焼しなくても, 住居部分への延焼の可能性が認められ
るので重放火罪の既遂になる。ただ地上階への延焼の可能性自体は, 地下
室の構造からして認められるものの, 小規模な火災で地下室内に燃え広が
りを生じなければ, 重放火罪の未遂になると解される。
それに対して, そもそも住居部分に延焼の可能性が認められない構造で
あれば, 本判決の言及するところではないが, 重放火罪ではなく, 単純放
火罪の問題になると思われる。共同住宅の地下室といえども建造物の構成
部分にかわりはないので, 床や壁に継続燃焼を生じれば単純放火罪の既遂,
それまでに至らなければ同罪の未遂になる。
(22)
この単純放火罪の枠内で評価することは, わが国のように, 地下室が住
居建造物に該当するのかを一体性の観点から判断する視点である。この視
点は, 本判決が「アパートの通常の構造」からして, 住居部分に延焼しな
い可能性があるとしたことに通じるものである。もっとも, 本判決の構造
上の評価と異なり, 通常は地下室を物置や洗濯等で日常的に利用すること
からして, 分厚い防火扉で 1 階と地下階を区画していないと思われる。
裏を返せば, 防空壕を改築したような地下室でない限り,通常は住宅の 1･
2 階の構造と同様に延焼の可能性を認めうるので, 重放火罪の既遂か未遂
が最も問題になるであろう。
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(22) この評価について, 連邦通常裁判所1998年 8 月11日判決参照。So
auch R. Schmitt, (Anm. 19), S. 190.
(ii) 部屋の壁紙
判例は, 建造物に固定された家具類の評価を応用し, 住居内でも重要な
構成部分の継続燃焼を要求するに至った。共同住宅の地下室といった大規
模建造物ではなく, 住居空間でも構成部分を制限的に解したのである。そ
の厳格化を示した第二の判例は, 連邦通常裁判所1981年 3 月19日判決
(NStZ 1981, 220) である。
本件の事案は, 被告人が共同住宅内の自宅において, 居間のソファーに
放火して完全に燃え尽きさせたものである。その放火により, ソファーの
背後の壁紙が壁面のすべての範囲で焼失し, その内部の化粧塗りの漆喰
(Putz) が部分的にはがれ落ちた。
本判決は, 住居建造物の燃焼要件を先例に基づき,「火が建造物自体に
燃え移り, 可燃物の影響なしに独立して継続燃焼する」ことであり, その
燃焼による「火災が, 用途に適した使用にとって重要な意義を有する建造
物部分に拡大しなければならない」と解した。
(23)
そのうえで, 部屋の壁紙が
建造物の重要な構成部分に該当するのかを判断した。すなわち, 部屋の壁
紙の燃焼だけでは, 一般的に建造物自体に燃え移ったと評価できるのかは
疑問を生じうる。もっとも, 用途に適した建造物の使用にとって重要な構
成部分は, 例えば, 廊下の階段, 住居用ドア, 部屋の床や窓枠である。部
屋の壁自体は重要な構成部分と評価すべきであるが,「それに接着された
壁紙は, 建造物の使用にとって重要ではない意義のみを有する」ことにな
る。
ド
イ
ツ
放
火
罪
に
お
け
る
燃
焼
要
件
の
意
義
222(472) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(23) 燃焼要件の先例として, 連邦通常裁判所1954年 7 月13日判決, 同1961
年 6 月13日判決, 同1963年 5 月22日判決, 同1977年 6 月 2 日決定を引用し
ている。また, 直接目にすることができなかったが, 連邦通常裁判所1977
年 1 月12日判決 (2 StR 638 /76), 同1977年 4 月15日決定 (2 StR 140 /77),
同1978年 5 月 9 日判決 (5 StR 31 /78) を引用している。
そうすると, 本件では, 壁紙だけの焼失で壁自体に燃焼を生じていない。
化粧塗りの漆喰が高温によってはがれ落ちたことでは, 重放火罪の構成要
件として十分でない。そのため, 燃焼による「火災が建造物の別の重要な
部分に及んだか, または拡大しうるものであったのか」は, 地裁の認定か
らすると明らかでない。したがって, 本件では, 燃焼要件の十分な認定を
欠いているので, 重放火罪の既遂とした判断を維持できないとした。
この判例は, 住居部分の壁紙を重要でない構成部分と評価したものであ
る。ガソリンや家具類といった媒介物ではないが, 建造物自体の副次的な
構成部分にとどまると位置付けている。たとえ壁紙に燃焼作用を生じても,
未だに重放火罪の既遂にはならないとして, 燃焼要件の対象を建造物の重
要な構成部分に限定したのである。それに伴い, 建造物自体の燃焼作用を
これまでの継続燃焼の可能性から, 現実的な継続燃焼の発生を要求してい
る。すなわち, 火が目的物に燃え移って燃焼作用を継続する可能性では足
りず, 目的物上での壁紙から内壁へと燃え広がることが必要になるのであ
る。
本判決が内壁の継続燃焼を否定した事実は, 内壁と壁紙の間に化粧塗り
の漆喰が施されていた点にある。本件漆喰の詳細な素材までは記述されて
おらず, セメント素材のモルタルの可能性もあるが, 一般的に漆喰は, 石
灰岩を砕いて焼いた消石灰を主成分とし, 海藻系のふのりやつのまた等の
粘着性物質と麻糸等の繊維を加え, 水でよく練り合わせたものとされる。
(24)
漆喰は, 消石灰を主成分とする不燃素材であり, 燃焼作用を生じ難いもの
である。そのため, 本判決は, 内壁自体への燃焼を防ぐ漆喰が化粧塗りさ
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(24) 時枝誠記・吉田精一編『角川国語大辞典』(角川書店, 1983年) 919頁,
松村明編『大辞林』(三省堂, 1988年) 1116頁, 金田一春彦・池田弥三郎
編『学研国語大辞典〔第二版]』(学習研究社, 1988年) 843頁, 尚学図書
編『国語大辞典〔新装版]』(小学館, 1988年) 1162頁。
れていたので, 壁面全体に及ぶ壁紙の焼失でも足りず, 重要な構成部分の
継続燃焼が裏付けられる事実認定を要求したといえよう。
本判決は, 燃焼要件の判断基準について, 重要な構成部分の継続燃焼と
重要な用途の住居部分に火災が拡大することを要求している。それに対し
て, 本事案の結論部分において, 過去の判例の中でも1963年判決を受け
継ぎ, 重要部分への火災の拡大可能性でも足りるとしている。
(25)
実際に住居
部分に延焼することと, 延焼の可能性で足りるとの二種類の表現である。
もっとも, 本事案の放火された居間に住居性が認められるならば, 重要な
構成部分と住居部分が一致するので, 前者の構成部分の継続燃焼によって
後者の住居部分への拡大性も同時に発生する。つまり, 壁紙から内壁や天
井自体に燃え広がることで, 住居部分への火災の拡大性が生じるので, 表
現の差異によって結論が左右される事案ではない。
3．継続燃焼と重要部分への拡大性
(1) 構成部分の継続燃焼
1963年・1981年判決は, 独立燃焼説の制限化に舵を切った。1963年判
決は, 具体的な事案の判断として, 共同住宅の物置に使用されるような地
下室の格子戸の燃焼について, 地上階の住居部分に延焼する可能性が認め
られなければ, 重放火罪の未遂にとどまる方向性を示した。地下室全体を
住居にとって重要ではない副次的な部分と評価することで, 燃焼作用の拡
大性を厳格に要求したのである。
1981年判決は, 1963年判決の事案判断を判断基準にまで及ぼし, 目的
物の重要な構成部分の継続燃焼と, 建造物全体の用途として重要な住居部
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(25) また, 単純放火罪の事案について, 連邦通常裁判所1981年12月17日決
定 (NStZ 1982, 201) も同旨。
分への火災の拡大性を要求するまでに至った。建造物の副次的な構成部分
である壁紙の燃焼から, 重要な構成部分であり, かつ住居にとって重要な
部分の内壁に燃え広がることを燃焼要件とした。すなわち, 建造物の構造
的・機能的な重要部分の継続燃焼を生じることが, 重放火罪の既遂時期と
なるのである。その後の判例は, この両判例に基づいて厳密な認定を地裁
に課すものが目立つようになる。
例えば, 連邦通常裁判所1983年10月14日決定 (NStZ 1984, 74) は,「部
屋を完全に焼き尽くし, 最も焼失の激しい火元が室内と推測できる」との
地裁の認定に対して, 何が独立して燃焼したのかが未解決のままであり,
重要部分への火災の拡大性を最終的に判断できないとした。また, 連邦通
常裁判所1984年 1 月18日判決 (StV 1984, 245) は, 火が「急速に室内のす
べての住居用設備に拡大し, 建造物と物品に多大な被害を与えた」との認
定に対して, 建造物の多大な被害が「煙, 煤や消火用水の影響によっても
惹起される」ので, 被害の重大さが燃焼要件に直結するわけではないとし
た。
これらの判例にみられるように,「部屋を全焼した」と認定すれば, 建
造物の重要な構成部分に継続燃焼を生じたと容易に推測できる。もっとも,
室内の隅々にまで配置された家具類の燃焼によっても, 室内全体の被害が
引き起こされるので, 燃焼要件の事実認定として不十分であるとされてい
る。建造物の損害は媒介物の煙や煤の付着と, 消火に伴う被害によって生
じることもあるから, 建造物の被害額が重視されておらず, あくまで燃え
た構成部分の認定が最重要とされている。いわば, 判例が燃焼要件に最も
尖っていた時期を迎えたのである。そのため, 燃焼要件の認定には, 室内
を全焼しただけでは不十分であり, 媒介物の火が床や壁といった重要な構
成部分に燃え移り, 独立して継続燃焼することで全焼したとの詳細さが要
求されているのである。
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(2) 複合用途建造物の特殊性
判例は, 室内の全焼でも不十分とすることに危惧したのか, 厳格な認定
を要求するものと時を同じくして, 燃焼要件を緩和する姿勢も示した。い
わば, 厳格化と緩和化が交錯してせめぎ合う時代となったのである。この
しわ寄せとして顕著になったのが, 大規模な建造物における「重要部分」
の評価である。燃焼要件を先鋭化した1963年判決は, 共同住宅の地下室
を「住居にとって重要でない部分」と評価した。それに対して, 一棟の複
合用途建造物 (雑居ビル) では, 一体性の判断を踏まえることで, 営業部
分を「住居建造物にとって重要な部分」に当たると修正したのである。
その連邦通常裁判所1986年 6 月20日判決 (BGHSt 34, 115) の事案は,
一体性の問題を主たる争点としたものであるが, 被告人が 6 階建ての複
合用途建造物において, その 1 階に位置する居酒屋でガソリンを用いて
放火して燃焼させ, 6 階の住居部分へと通じる階段室に延焼の高度な可
能性を生じさせたものである。
(26)
本判決は, 燃焼要件の判断基準について, 先鋭化した1963年・1981年
判決に依拠しつつも, 旧来のライヒ裁判所時代にまで遡ることで緩和し
た。
(27)
すなわち,「建造物」の燃焼とは,「火が燃え移り, 自発力で継続燃焼
を可能にする」ことである。建造物の全く重要でなくはない構成部分や重
要部分が燃えることで十分となる。重要でない部分や副次的な部分では,
その燃焼による「火災が, 用途に適した使用にとって重要な意義を有する
建造物部分に拡大する可能性が必要になる」と解される。
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(26) 本判決の一体性の問題は, 秋元洋祐「放火罪における建造物の一体性」
関学62巻 2 号 (2011年) 109頁以下参照。
(27) 連邦通常裁判所1963年 5 月22日判決, 同1981年 3 月19日判決の他に,
ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決, 同1930年11月 7 日判決, 連邦通常
裁判所1961年 6 月13日判決を参照している。
そうすると, 本件では, 住居にとって重要な部分の階段室に延焼の可能
性を生じたので, 重放火罪の既遂を認めたとしても, 延焼の可能性を認め
難かった1963年判決と矛盾するわけではない。もっとも, 一体的な関連
性を有する複合用途建造物では, 火力に備わった予測不可能な拡大性と,
未だに火災に危険な建材の高い使用状況等から, 住宅の 1・2 階の評価と
同様に, 営業部分の燃焼で重放火罪の既遂として十分であるとした。
この判例は, 結論的に1963年判決との事案の差異を前提としつつも,
一体的な複合用途建造物であれば, 営業部分が住居建造物の重要な部分に
当たると評価したものである。言い換えると, 1963年判決に基づいて共
同住宅の地下室は, 地下階と地上階の階層による区画を踏まえて, 住居建
造物全体にとって副次的な部分と評価される。それに対して, 本判決に依
拠すると, 複合用途建造物の営業部分は, 階層を区別することなく, 端的
に住居建造物全体にとって重要な部分と評価されるのである。
(28)
この評価は, 住居部分と構造的に接続していれば, 延焼の可能性を不要
とする一体性の判断に基づき, 営業部分が住居部分と同等の機能的な重要
性を獲得し, 営業部分の出入口ドア, 窓枠や内壁の燃焼で足りることにな
る。裏を返せば, 1963年判決が厳格化した住居区画を重要な部分とする
評価は, 複合用途建造物の事案に限って「住居建造物全体」にとって重要
な部分, つまりは営業部分で足りると緩和されたのである。
本判決には, 燃焼要件の判断基準として, 従来の立場を踏襲しつつも,
微妙な表現の変更がみられる。最初に建造物の燃焼作用について, 重要な
構成部分の「継続燃焼の可能性」で足りるとしている。また, 構成部分が
たんに「燃える」ことで十分としている。これまでの判例は, 重要な構成
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(28) なお, わが国では, 非現住部分の店舗と現住部分の各居室との一体性
が問題になる。
部分の燃焼作用として継続性を要求してきた。この厳格な継続性の要求は,
媒介物の火力による炭化や, 壁紙が燃焼と同時に焼失するような着火を既
遂から除外することにあった。それにもかかわらず, 本判決は, 燃え移っ
て燃焼し始めた段階も既遂となりうる判断基準を用いているのである。こ
の基準では, 出入口ドアや内壁の表面がたんに燃えることで十分となりか
ねない。
また, 営業部分の燃焼作用について, 重要な構成部分の継続燃焼と, 用
途上の重要な住居部分への火災の拡大性が, 両要素とも可能性で足りる判
断基準を示している。これでは, 住居部分に延焼する「可能性の可能性」
で十分となってしまう。もちろんながら, 本事案では, 営業部分から住居
部分への階段室に高度な延焼の可能性が認められたので, 限界事例の対処
として既遂時期の早期化がもたらされたわけではない。
しかしながら, それならば, 戦後の判例に逆行して戦前のライヒ裁判所
時代に戻ることなく, 1963年判決の一般的な基準と1981年判決の結論部
分に依拠して, 構成部分の継続燃焼と重要部分への拡大「可能性」で判断
すれば足りるのである。
(29)
この継続燃焼の可能性と営業部分を重要部分に格
上げした両要素の緩和により, 本判決を境として共同住宅と複合用途建造
物の事案において, 重放火罪の未遂と既遂の岐路が生じてしまったといわ
ざるをえないであろう。
(3) 住居部分の継続燃焼
(i) 室内ドア
その後の判例は, 1986年判決の二重の可能性に依拠するのではなく,
1963年・1981年判決をより重視した。燃焼要件に継続燃焼と重要部分へ
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(29) 例えば, 連邦通常裁判所1984年 4 月12日決定 (StV 1984, 368) がある。
の拡大性を二段階構成で要求したのである。その中でも, 一般的な判断基
準として, 両判決が本来の意図とした継続燃焼と重要部分への拡大可能性
に収束していくこととなる。前者の要素が問題となる一戸建て住宅や, 大
規模建造物の住居部分が放火客体となる事案に限り, たんなる燃焼作用の
発生だけでは足りず, あくまで燃焼作用の継続性を厳格に要求したのであ
る。
その連邦通常裁判所1988年 2 月 9 日決定 (4 StR 9 /88) の事案は, 行為
者が母親の眠っていたリビングキッチンの室内ドアに暖房用石油を振りま
いて放火し, 同ドアに穴が開くまで燃えさせたものである。本決定は, 燃
焼要件を用途に適した使用にとって重要な建造物部分の継続燃焼の可能性
と解した。
(30)
そうすると, 本件では, 重要部分の本件ドアに独立した継続燃
焼の可能性を生じたと十分に認めることができないので, 重放火罪の既遂
とした地裁の判断を破棄差し戻しとした。
この判例は, 媒介物の火が直接的に重要な構成部分に燃え移り, 穴が開
くまで燃えたとしても, 独立した継続燃焼によって燃え広がりうるとは認
めなかったものである。たとえ本件の室内ドアが重要な構成部分に該当し
たとしても, 一枚板のように厚みもなくて表面積も狭いものと思われるの
で, 同ドアの不明確な焼け抜きの範囲だけでは不十分としている。それに
対して, 仮に合板製のような厚みと表面積の広い内壁の焼け抜きであれば,
壁紙等を経て内壁自体に燃え移り, 内部を貫通することで継続燃焼したと
認められるだろう。
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(30) また, 連邦通常裁判所1987年 7 月28日決定 (1 StR 329 /87), 同1989
年 7 月 4 日判決 (BGHSt 36, 221), 同1989年11月29日決定, 同1995年 2 月
22日判決 (BGHSt 41, 47), 同1997年 2 月25日決定 (StV 1997, 518) も同旨。
さらに, 単純放火罪の燃焼要件について, 連邦通常裁判所1997年 9 月25日
判決 (NStZ-RR 1998, 69) も同旨。
本決定は, 重要な構成部分といいうる室内ドアの燃焼をもってしても不
十分としている。これまでの判例は, 主として玄関ドアの継続燃焼で足り
るとしてきた。
(31)
そのため, 室内ドアも建造物の構成部分に当たるのか微妙
なところであるが, 内壁の一角を担うことからして重要な構成部分といえ
る。
(32)
もっとも, 本決定は, 室内ドアに燃え移るとともに焼失するような焼
け抜きを継続燃焼として不十分であると評価し, さらに別の構成部分に燃
え広がる火災の拡大性を要求しているのである。
(33)
本件でいうと, 室内ドア
からドア枠や内壁に燃え広がることである。この評価は, 大規模建造物に
おいて, 用途上の重要な住居部分に火災の拡大可能性を要求する視点と類
似するであろう。
(ii) 天井の化粧板
厳格な燃焼作用の継続性を要求することは, 部屋の壁紙を重要な構成部
分から除外した1981年判決を応用し, 天井の化粧板の焼失でも不十分と
するものにみられる。その連邦通常裁判所1990年 7 月26日判決 (StV 1990,
548) の事案は, 被告人らが依頼した不詳の行為者の放火によって, 正面
の個人用地下室, 入口と廊下も含めた側面の私室を完全に破壊したもので
ある。とりわけ, これらの空間内として, 家具類と天井の木製の化粧張り
(	
	Deckenverkleidung) が完全に焼失した。また, 同私室内の
コンクリート天井が, 部屋の中心から広範囲にわたって内部の鉄筋が露出
ド
イ
ツ
放
火
罪
に
お
け
る
燃
焼
要
件
の
意
義
230(480) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(31) 連邦通常裁判所1954年 7 月13日判決, 同1965年 7 月30日判決 (BGHSt
20, 246), 同1985年 6 月18日判決 (NStZ 1985, 455) 参照。
(32) 連邦通常裁判所1984年 2 月 9 日判決 (StV 1984, 246), 同1985年 7 月23
日判決 (NStZ 1986, 27) 参照。
(33) この火災の拡大性について, 連邦通常裁判所1995年 2 月22日判決参照。
同判決は, 炎が壁, 玄関ドアと木製のドア枠に燃え移ったとの認定を重放
火罪の既遂として不十分であるとしている。
する程はがれ落ちた。
本判決は, 燃焼要件を1983年決定に基づき, 建造物自体の継続燃焼と
用途上の重要部分への火災の拡大性を要すると解した。
(34)
そのうえで, 部屋
の天井の化粧板張りが建造物に該当するためには, 天井に接合しているか,
または「天井の構成部分として, 建築物自体を毀損することなしに取り外
すことができない」程度に, はめ込まれている場合だけであるとした。もっ
とも, たとえ天井の化粧板が建造物の構成部分に該当したとしても, 壁紙
に類似した取り付けと機能面を有することから, 化粧板の焼失だけで燃焼
要件を満たすと評価できないとした。したがって, 本件では, 天井の化粧
板の完全な焼失を建造物の燃焼と同一視できないので, 重放火罪の教唆と
した地裁の判断を維持できないとした。
この判例は, 部屋の天井の化粧板を壁紙との類似性から, 建造物の重要
な構成部分に該当しないと評価したものである。
(35)
内壁に貼り付けられた壁
紙といえども, 機能的に壁面の化粧張りにすぎない点が, 天井の化粧板張
りにも共通するとしている。すなわち, 天井の化粧板は, 原則的に建造物
の副次的な構成部分にとどまるのである。それに対して, 例外的に毀損を
伴う取り外しが不可避であれば, 建造物の重要な構成部分に該当する。こ
の評価は, 1961年判決が壁に釘付けされた本棚について, 家具類と建造
物の区別を示した毀損基準と同一である。
本判決は, 建造物の構成部分を判断する際に, 当該物の機能的な役割も
考慮している。壁紙は, 建造物の外部や各室を区画したり, 自重を支えた
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(34) また, 連邦通常裁判所1986年 6 月18日判決 (NStZ 1986, 506), 同1986
年 7 月31日決定 (4 StR 397 /86), 同1991年 4 月17日判決 (NStZ 1991, 433)
も同旨。さらに, 単純放火罪の燃焼要件について, 連邦通常裁判所1990年
9 月25日決定も同旨。なお, 端的に重要部分の継続燃焼と表現するものと
して, 連邦通常裁判所1993年 7 月14日決定 (NStZ 1994, 130) がある。
(35) また, 連邦通常裁判所1991年 4 月17日判決参照。
りする壁自体の役割と異なり, たんに内壁の保護や装飾等にすぎない。こ
の補助的な機能は, 天井の化粧板やクロスも同様である。上階との区画を
果たす天井自体と同一の役割ではない。そうすると, 本判決は, 建造物の
重要な構成部分の判断基準として, 物理的な接続だけでなく, 根本的な構
成部分の柱, 壁 (天井) や屋根等と同等の機能的な役割も要求したといえ
よう。
(36)(37)
もっとも, 本判決が明確に言及したわけではないが, 一般的にすべての
天井板を建造物の構成部分から除外するならば疑問を生じる。たしかに,
天井に貼り付けただけの薄板であれば, 壁紙や天井クロスと同様のものと
評価できる。しかしながら, 仮にも板状の厚みを備えた建材であれば, 板
壁となんら異なるものではない。天井合板のように, 構造的・機能的に内
壁と同等のものといえる。そのような厚みのある天井板であれば, 焼け抜
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(36) また, 連邦通常裁判所1993年 7 月14日決定は, 床の土台の幅木 (
	
			) について, 容易に取り外すことができる点と, 機能的
に壁と床の接続を覆うだけの化粧板の一種であることから, 通常は重要な
建造物部分に含まれないと評価している。
(37) なお, 連邦通常裁判所1993年10月14日決定 (1 StR 532 /93) は, 床に
しっかりと貼り付けられたカーペットについて, 建造物の重要な構成部分
に当たるとした。しかしながら, 同決定が先例に列挙した連邦通常裁判所
1988年 4 月19日決定 (StV 1988, 530) は, 釘で床張りされたカーペットに
ついて, 保険の詐欺罪 (旧265条 1 項) を既遂から未遂に変更するうえで,
便宜上建造物の重要な構成部分に含まれるとしただけである。その理由と
しては, 動産保険にかけられたカーペットの固定性が裁判時に証明できな
くなった場合,「被告人の利益」となるように, 動産自体の燃焼要件で既
遂とならない不動産の一部とみなすべきことを挙げた。この1988年決定は,
床張りのカーペットを重放火罪の観点から重要な構成部分と評価したわけ
ではない。むしろ, カーペットが壁紙や天井クロスと同様の役割でしかな
いことからすると, 建造物の副次的な構成部分にとどまると解すべきであ
る。
きや焼き落ちによって継続燃焼を認めることができる。また, 室内の天井
部分にまで燃え広がると, 初期消火の限界を超えて避難が必要不可欠にな
るとの分析がある。
(38)
したがって, あくまで燃え移りと同時に燃え尽きるよ
うな天井の化粧張りに限って, 燃焼要件として不十分であると解すべきで
あろう。
(39)
なお, 本判決の毀損基準は, 建造物の重要な構成部分を判断するもので
ある。毀損を伴う取り外しが不可避なすべての当該物が, 住居建造物全体
の用途に適した使用にとって重要な部分となるわけではない。例えば,
1963年判決の共同住宅の地下室の事案において, 1 階部分に接続した地
下室と, その地下室に接合したといいうる格子戸も重要な住居部分に含ま
れてしまうからである。そのため, 大規模建造物において, 放火された当
該物を内包する区画部分が用途上の重要部分になるのは, 機能的に住居と
して使用されている部分と評価できる場合に限られる。
第 3章 現行刑法時の判例
1．重要な構成部分
判例は, 現行刑法の重放火罪 (306条ａ1 項)
(40)
の燃焼要件について, 旧
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(38) 日本火災学会編『火災と建築』(共立出版, 2002年) 269頁。
(39) 火が建造物部分に燃え移ったものの, たんに燃え尽きるような「焼失
(Verbrennung)」を生じただけでは不十分とするものとして, 連邦通常裁
判所1997年 2 月25日決定, 同1997年 9 月25日判決がある。
(40) 第306条ａ〔重放火〕
第 1項 以下の
第 1号 人の住居に用いられる建造物, 船舶, 小屋もしくはその他の
空間
を燃焼させ, または, 点火によってその全部もしくは一部を破壊
した者は, 1 年以上の自由刑に処する。
本条は, 法務省大臣官房司法法制部編『ドイツ刑法典』(法曹会, 2007
刑法時に確立された (住居) 建造物の重要な構成部分の継続燃焼と, 大規
模建造物の重要な住居部分への火災の拡大可能性を受け継いだ。その連邦
通常裁判所2001年12月 5 日決定 (StV 2002, 145) の事案は, 被告人が飲食
店の経営者を教唆して, 保険金目的で同店に放火させたものである。その
飲食店は, 多数の住居が入った複合建造物に増築されたものであった。行
為者の経営者がガソリンをまいて放火したところ, 火は壁にしっかりと車
知継ぎされたタイル貼りの大型パーティクルボードに燃え移った。その本
件ボードが完全に焼失し, さらに戸棚が破壊されて, 天井の化粧張り
(Deckenverkleidung) も巻き添えになった。この炎を上げずに激しい煙を
伴った火災 (Schwelbrand) は, 約 3 時間後に発見されて消火された。
本決定は, 燃焼要件を1963年判決に基づき,「火が使用に適した建造物
部分に燃え移り, 自発力によって継続燃焼を可能にする」ことと解した。
建造物の構成部分と家具類の区別について, 1961年判決を参照して,「建
築物自体を棄損することなしに, 当該物をいつでも取り外すことができる
かどうかが重要」になるとした。
そうすると, 本件ボードは, 重要な構成部分に当たる「隔壁のような機
能」を有すると地裁が認定していないので, 飲食店のその他の装飾具と同
様に, たんなる接客用に使用されるタイル貼りの土台板にすぎないとした。
本件ボードが壁に車知継ぎされていても, この接合は大掛かりな装飾具と
同様に通常の固定方法であり, 建築物の棄損なしに取り外すことができな
いとはいえないとした。したがって, 本件ボードが建造物の重要な構成部
分に当たると評価できないので, 保険金目的の加重類型である特別重放火
罪 (306条ｂ2 項 2 号) の前提として, 重放火罪の燃焼要件が認定不足で
あるとして破棄差し戻しとした。
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年) 181頁参照。
この判例は, 旧刑法時の燃焼要件に従い, 構造上の重要な構成部分の継
続燃焼と, 用途上の重要部分への拡大可能性を判断基準としたものであ
る。
(41)
本件ではカウンター状のボードの建造物性が問題になったので, 基準
自体はまとめて簡潔に示されている。
(42)
もっとも, この簡略化は, 先例にも
示されていたように,「重要部分の継続燃焼の可能性」と表現することで
既遂時期の早期化をもたらすものではない。本決定が重放火罪の既遂を認
め難い理由として, 店内の本件ボードの焼失や天井の化粧張りの被害を伴っ
た激しい煙火災を生じたとしても, さらに「別の建造物部分に延焼してい
なかった」事実を挙げたことからも明らかである。すなわち, さらなる構
成部分への燃え広がりを要求したことは, 可能性を超えた継続燃焼と表現
した1990年判決と同様である。
本決定は, 建造物の構成部分と家具類の区別について, 1961年判決に
従って毀損基準で判断している。その際に, 本件ボードに各室を区画する
内壁の役割も要するとしている。この物理的な接合と根本的な構成部分と
同一の機能を要求することは, 天井の化粧板を否定的に捉えた1990年判
決と同様の判断要素である。そのため, 本決定は, 旧刑法時の判例理論の
中でも独立燃焼説の第一段階目として, 建造物の重要な構成部分が継続燃
焼することを継承したものといえるであろう。
2．共同住宅の地下室
判例は, 独立燃焼説の第二段階目に関わる共同住宅の事案について, 建
造物の用途として重要な住居部分への延焼の可能性を要求するに至った。
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(41) また, 単純放火罪 (306条 1 項) の燃焼要件について, ザールラント
上級地方裁判所2008年 7 月29日決定 (NStZ-RR 2009, 80) も同旨。
(42) また, 連邦通常裁判所2000年12月14日決定 (NStZ 2001, 252), アルン
スベルグ地方裁判所2007年 3 月 7 日判決 (2 KLs 242 Js 557 /06) も同旨。
先例の1963年判決を継承したうえで, 重要部分の対象が住居部分となる
ことを明示したのである。その連邦通常裁判所2002年 9 月12日判決
(BGHSt 48, 14) の事案は, 被告人が自身も居住する 8 世帯用の共同住宅
の地下室において, 木製ドアを覆っていた布に放火したものである。その
放火によって布が焼失し, 地下室に通じる出入口用の同ドアの格子が若干
燃えて, 同ドアの上方の天井部分に張り巡らされた複数の絶縁ケーブルが
溶けた。もっとも, その火災は, 消防隊によって問題なく消火された。
本判決は, 燃焼要件を多数の先例に基づいて, 火が建造物に燃え移り,
「可燃物の影響なしに独立して継続燃焼すること」であり, その際に, 燃
焼による「火災が用途に適した使用にとって重要な意義を有する建造物部
分に拡大しうる」ことと解した。
(43)
また, 共同住宅の地下室の事案では,
「火が重要な建造物部分に燃え移るか, または―例えば地下室の格子戸か
ら―建造物の用途に適した使用, つまりは住居にとって重要な建造物部分
に拡大しうる」ことを要するとした。
(44)
そうすると, 本件では, 地下室用ドアの木製格子を燃焼しただけであり,
地裁の認定から住居部分に拡大しうる燃焼が根拠付けられないとした。し
たがって, 重放火罪の燃焼要件が認定不足であることから, 同罪の既遂と
した判断を破棄差し戻しとした。
この判例は, 1963年判決を受け継ぎ, 共同住宅の地下室の事案に限っ
て, 燃焼要件に住居部分への延焼の可能性を要求したものである。
(45)
本判決
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(43) 例えば, 連邦通常裁判所1963年 5 月22日判決, 同1981年 3 月19日判決,
同1981年12月17日決定, 同1986年 6 月20日判決, 同1997年 2 月25日決定,
同2000年12月14日決定, 同2001年12月 5 日決定を参照している。
(44) 連邦通常裁判所1998年 8 月11日判決を参照している。
(45) また, 連邦通常裁判所2002年12月10日決定 (NStZ 2003, 266), 同2013
年 3 月 6 日決定 (StV 2013, 632) も同旨。さらに, 端的に重要部分の継続
燃焼と解するものとして, 連邦通常裁判所2006年10月24日決定 (NStZ-RR
は, 1963年判決のように重放火罪が成立しない余地にまで言及したわけ
ではないが, 先例を列挙したことからすると, 同罪の不成立の余地を残し
たと思われる。例えば, 防火壁や防火扉の設備により, 地下室から住居部
分にそもそも延焼の可能性が認められない構造であれば, 一体性の判断基
準を応用して単純放火罪にとどまると評価することである。
(46)
現にその後の連邦通常裁判所2007年 1 月10日決定 (NStZ 2007, 270) は,
1963年判決と同様に, 多層階の住居建造物の「通常の建築方式」を考慮
すると, 住居部分への延焼に適した構造が自明であるとはいえないとして
いる。この2007年決定でも, 重放火罪の枠内で判断しただけではあるが,
共同住宅の地下室と地上階の「構造」に基づく延焼の可能性が取り上げら
れている。すなわち, 例外的に地下室が耐火性の優れた構造であれば, 住
居に用いられていない建造物として, 単純放火罪の客体と評価することで
ある。この一体性の物理的な構造に基づいて, 住居部分への延焼の可能性
を判断する方が, 具体的な事案ごとに燃焼作用の火力の程度で, 単純放火
罪と重放火罪の客体に地下室を振り分けるよりも明確な基準になると思わ
れる。
それに対して, 構造的に住居部分への延焼の可能性が認められる場合は,
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2007, 78), 同2009年 7 月14日決定 (NStZ 2010, 151), 同2012年 7 月17日
決定 (NStZ-RR 2012, 310) 参照。なお, 単純放火罪の燃焼要件に住居部分
への延焼の可能性を要求したものとして, ロストック上級地方裁判所2008
年 2 月22日判決 (2 Ss 347 /07 I 138 /07) がある。しかしながら, 単純放火
罪の客体は, 住居建造物ではなくて他人所有の建造物であればよい。その
ため, 同判決の事案では, 火が他人所有の地下室の格子戸に燃え移ってい
たことから, 少なくとも単純放火罪の未遂を認めることができたと思われ
る。
(46) さらに, この客観面に対応する主観面として, 被告人が地下室の床や
壁といった重要な構成部分に燃え移る認識・認容を欠いていれば, 単純放
火罪ではなく, 器物損壊罪 (303条) 等の問題になる。
本判決に依拠すると, 実際の燃焼作用の程度や部分で重放火罪の既遂と未
遂が区別されることになる。本事案では, 地下室の出入口ドアが燃焼した
ので, いわば住居用の玄関ドアと同様に, 独立燃焼説の第一段階目として,
重要な構成部分の継続燃焼が認められることになる。次に第二段階目の住
居部分への延焼の可能性として, 例えば, 1 階に通じる階段室, 地下室
の天井や大規模な火災を引き起こすガス管にさらに燃え広がることが必要
となる。
(47)
本判決は, このような燃焼による火災の拡大可能性を生じなけれ
ば, 重放火罪の未遂にとどまると制限的に解したものといえるであろう。
(48)
3．複合用途建造物
判例は, 一棟の複合用途建造物の事案について, 1986年判決が営業部
分の継続燃焼で足りるとしたことを継承した。これまでの1963年・2002
年判決は, 共同住宅の地下室の限定的な事案に対して, 構成部分の継続燃
焼の他に, 住居部分への延焼の可能性を要求することで制限的に解した。
しかしながら, 複合用途建造物の事案では, あくまで営業部分の燃焼で足
りるとして, 独立燃焼説の第二段階目の制限的解釈を拒否したのである。
そのため, 1963年判決の厳格化と1986年判決の緩和化の対立が, 現在で
も継続している状況にある。
その連邦通常裁判所2009年10月20日決定 (NStZ-RR 2010, 279) の事案
は, 被告人らが地下階の営業用のサウナ室において, 内壁と天井に張り付
けられて, 内部構造としても外壁にしっかりと固定させた羽目板を燃焼さ
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(47) この評価について, 連邦通常裁判所2007年 1 月10日決定参照。
(48) なお, 重放火罪の未遂を問ううえで, 客観面に対応する主観面として,
被告人が住居部分への延焼の可能性を認識・認容していることが必要にな
る。この故意が欠けていて地下室だけの燃焼を認識・認容していれば, 錯
誤の問題として単純放火罪の限度で処罰されることになると思われる。
せたものである。その建造物は, 1 階も営業用に使用されており, 上階
に住居があった。
(49)
本決定は, 複合用途建造物の燃焼要件について, 一部が営業用に, 一部
が住居目的に利用されている一体的な建造物において, その営業利用にとっ
て重要な建造物部分だけが燃焼したならば,「火が住居にとって重要な建
造物部分にも拡大することを排除できない場合」に満たされると解した。
もっとも, 燃焼による「火災が, 建造物の構造上の性質に基づき, 住居部
分に拡大しうること」までは必要でないとした。そうすると, 本件では,
被告人らによって 1 階の営業部分にまかれたガソリンがなくても, 上階
の住居部分に延焼しうるのかを地裁が認定する必要はないとした。したがっ
て, 重放火罪の既遂を認めた判断に法的な誤りがないので, 被告人の上告
を棄却するとした。
この判例は, 複合用途建造物の事案について, 建造物の用途として重要
な営業部分の継続燃焼で足りるとしたものである。2002年判決を若干な
がら考慮して, より重要な住居部分への延焼を排除できないことを要求し
ているが, 結論から明らかなように, 住居部分への延焼を裏付ける積極的
な認定は不要としている。
(50)
それにとどまらず, 本件羽目板の張り付けられ
た内壁と天井の材質すら明示しておらず, 重要な構成部分での継続燃焼が
可能なのかも不明確なままである。
これまでの判例は, 1981年判決の壁紙と1990年判決の天井の化粧板の
事案でみたように, 壁や天井自体の重要な構成部分が継続燃焼することを
厳格に要求してきた。裏を返せば, 内壁の化粧塗りや天井のコンクリート
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(49) 本判決の一体性の問題は, 秋元・前掲注 (26) 120頁以下参照。
(50) また, 連邦通常裁判所1986年 6 月18日判決, 同2010年 1 月26日決定
(NStZ 2010, 452), 同2011年10月26日決定 (NStZ-RR 2012, 309) も同旨。
なお, 連邦通常裁判所1999年 9 月29日決定 (NStZ 2000, 197) 参照。
が, 燃焼せずに剥離しただけでは不十分である。それに対して, 本決定は,
内壁や天井が可燃性の建材で構成されているのかも不明確なまま, 副次的
な構成部分の化粧板ともいいうる羽目板の燃焼で足りるとしている。仮に
本件羽目板に厚みがなくて壁紙と同一の役割を担うものであるならば, 別
の構成部分にも燃え広がったと認定されていないので, 重放火罪の未遂に
とどめるべき事案であったと思われる。住居部分への火災の拡大可能性を
判断する以前に,「継続燃焼」の内容も緩やかに解したといわざるをえな
い。
本決定は, 住居部分への延焼を排除できない程度で足りるとしている。
(51)
たしかに, 2002年判決の共同住宅の地下室と異なり, 本件建造物は, 1
階も営業用に使用されていたので, 1 階部分に受付等があって地下階と
行き来しやすい構造であったと思われる。そうだとすれば, 通常の建造物
の 1・2 階と同様の構造といえる。しかしながら, そのことは本事案にい
えたとしても, 一般的に複合用途建造物の「地下階」が, 共同住宅の「地
下室」よりも耐火性が劣るとまで考えられない。
(52)
したがって, 地下階の共
通項も踏まえると, 大規模建造物の住居にとって副次的な部分では, 統一
的に住居部分への延焼の可能性を要求すべきであろう。
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(51) この客観面に対応する主観面として, 被告人が住居部分と一体性を構
成する建造物であると認識・認容すれば足り, 住居部分への延焼の可能性
までは不要となる。
(52) なお, 判例が両事案の解釈を区別した背景として, 行為態様の差異を
考慮したことにもあると思われる。複合用途建造物の事案の多くは, 経営
者が保険金を得るために, ガソリンを手段に用いて, 上階の住居者の生命・
健康を顧みずに行った放火である。それに対して, 共同住宅の事案では,
近親者からの気を引くために, 自身も居住する建造物でボヤ騒ぎを起こす
程度の放火行為にとどまる。この行為態様の差異を踏まえると, 前者の緩
和化と後者の厳格化で区別した理由の一端が垣間見えるだろう。
4．小括
(1) 住居建造物
戦前の判例は, 燃焼要件を目的物の継続燃焼の可能性と解し, 媒介物の
火力による目的物の炭化現象を重放火罪の既遂から除外した。あくまで目
的物に燃焼作用が発生することを要求したのである。この独立燃焼説は戦
後の判例にも継承されたが, 燃焼した建造物部分の厳密な認定を要求する
ことで, 次第に建造物の範囲を限定する方向に歩み出していく。
例えば, 1961年判決は, 家具類と建造物の構成部分の区別を毀損基準
に従い, 原則的に内壁に釘付けされた本棚でも家具類に位置付けられると
して, 当該物の燃焼を媒介物と同様に重放火罪の未遂と評価している。そ
れに対して, 例外的に建築段階から組み込まれた壁棚や, 床に接合した浴
槽等だけが建造物の構成部分に当たるとしている。その後に, 2001年決
定が飲食店のカウンター状のパーティクルボードを家具類と評価した際に,
毀損基準だけでなく, 建造物の根本的な構成部分と同様の機能的な役割を
担うことも要求している。
この重要な構成部分の観点は, 建造物自体に接着したものにも制限的な
効果を生じている。例えば, 1981年判決が部屋の壁紙, 1990年判決が天
井の化粧板を副次的な構成部分と評価し, 当該物の焼失でも重放火罪の未
遂にとどまるとしたことである。もっとも, 天井部分に燃焼作用が生じる
と, 初期消火が不可能となって一刻も早い避難を要することから, 一般的
にすべての天井板を天井クロスと同様に評価すべきではない。そのため,
内壁や天井自体だけでなく, 厚みのある天井合板も, 板壁と同様に重要な
構成部分に含めるべきである。
この目的物の継続燃焼を厳格に要求する特徴として, 重要な構成部分に
燃焼作用を生じたとしても不十分な場合が認められている。例えば, 1988
年決定が室内ドアの焼け抜きでは足りず, さらに別の構成部分への燃え広
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がりを要求したことである。室内ドアは, 一枚板のように薄くて表面積も
狭いので, さらなる燃焼作用の継続性や拡大性が必要となる。そうすると,
室内ドアからドア枠や内壁に燃え広がることで, 重放火罪の既遂となるで
あろう。
(2) 共同住宅の地下室
判例は, 共同住宅の地下室の事案について, 独立燃焼説の内容を二段階
構成とすることで, さらなる制限的解釈を示した。第一段階目の重要な構
成部分の継続燃焼と, 第二段階目の建造物全体の用途に適した使用にとっ
て重要な部分, つまりは住居部分への火災の拡大可能性を要求したのであ
る。この延焼の可能性は, 1963年判決・2007年決定によると, 共同住宅
の「通常の建築方式」を考慮すると即座に認められず, ガス管が敷設され
ているような構造上の観点に基づいて判断される。
この観点は, わが国が現住部分か非現住部分かの問題として, 客体を一
体性で判断することに類似する。ドイツでは, 一体性の判断を重視せずに
住居建造物を前提としつつも, その制限化を燃焼要件に及ぼすことで対処
したといえる。すなわち, 共同住宅の地下室を住居建造物の副次的な部分
と位置付け, 地上階のより重要な住居部分との機能的な用途による区画を
認めているのである。そうすると, 判例上ではみられなかったが, 地下室
を子供部屋や洗濯室として利用する場合は, 用途上の重要な住居部分に含
まれて, 地下室の重要な構成部分の継続燃焼で足りることになると思われ
る。わが国でいうと, 住居部分の子供部屋や, 洗面所とベランダの用途を
担うからである。
それに対して, 地下室を物置に使用するだけであれば, 格子戸や仕切り
用板壁の燃焼では重放火罪の未遂にとどまる。裏を返せば, 床や天井を含
んだ地下室全体の大規模な火災, 1 階部分に通じる階段室や爆発的な燃
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焼を惹起するガス管への燃え広がりが, 重放火罪の既遂として必要になっ
てくるであろう。
(3) 複合用途建造物
判例は, 一棟の複合用途建造物の事案について, 共同住宅の地下室にな
された制限的解釈を拒否した。1986年判決は, 機能的により重要な住居
部分への延焼の可能性を要求せず, 営業部分の (継続) 燃焼で足りるとし
ている。その後の2009年決定は, 若干ながら制限的に住居部分への延焼
を排除できないことを要求しているが, それを裏付ける積極的な認定を不
要としている。これでは, 結論的に延焼の可能性が絶対にないとはいえな
いことで十分になってしまう。そうすると, 独立燃焼説の第二段階目はほ
ぼ不要といってよく, 営業部分の継続燃焼をもって重放火罪の既遂が認め
られることになる。
しかしながら, 共同住宅の地下室の事案と比較すると, 複合用途建造物
の事案にも住居部分への延焼の可能性を要求すべきである。両事案の建造
物の構造面に着目した場合, 営業部分の方が共同住宅の地下室よりも, 一
般的に延焼を防止する耐火性能が劣るといえないからである。駅ビルのよ
うに耐火性の優れた地下階を店舗とする建造物では, 共同住宅の地下室よ
りも, 地上階の住居や人の滞在部分に容易に延焼するとは言い難い。
また, 両事案の機能面に着目すると, 営業部分の方が住居用途にとって
重要な部分となるまではいえない。一戸建て住宅の納戸を重要な住居部分
と評価できることからすると, 同種の物置に使用されている共同住宅の地
下室の方が, 機能的に住居用途といえるからである。したがって, この構
造と機能の観点から両事案を区別する根拠がないので, 住居部分への延焼
の可能性を要求することで, 判例理論の統一をなしうるといえるであろう。
このように, ドイツの判例は, 燃焼要件の独立燃焼説を徐々に厳格化し
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てきた。とりわけ, どの部分が燃えたのかについて, 建造物の範囲を重要
な構成部分に限定したことが特徴的である。また, どのように燃えたのか
について, 燃焼作用を継続しうるという可能性を不十分とし, さらなる燃
え広がりといった燃焼作用の継続性を要求するに至っている。
もっとも, 放火客体が大規模な複合用途建造物になると, 緩和された燃
焼要件が許容されている。それに対して, 共同住宅の地下室では, 住居部
分への延焼の可能性が要求されている。そうすると, 用途の異なる事案に
よって判断基準を区別することとなり, 火災の拡大性をどのように評価す
べきなのかが問題となる。学説では, 独立燃焼説の第二段階目として, 用
途上の重要な部分の燃焼作用を要求すべきとの見解がある。独立燃焼説の
内部でも, さらなる制限的解釈を必要とするのかどうかで対立している。
第 4章 学説
1．独立燃焼説
(1) 継続燃焼
多くの学説は, 判例の燃焼要件に賛同し, 継続燃焼と重要部分への拡大
可能性を判断基準としている。すなわち, 第一段階として, 火が目的物の
重要な構成部分に燃え移り, 可燃物の影響なしに独立して継続燃焼するこ
とである。第二段階として, その燃焼による火災が目的物の用途に適した
使用にとって重要な部分に拡大しうることである。
(53)
この二段階構成の独立
燃焼説は, これまでの判例が発展させてきたものであり, 立法者によって
も現行刑法の放火罪への継承が認められている。
(54)
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(53) R. Schmitt, (Anm. 19), S. 190 f.; H. Schneider, Das Inbrandsetzen ge-
mischt genutzterJura 1988, S. 463 ; K. Geppert, Die Brandstiftungs-
delikte (		306 bis 306f StGB) nach dem Sechsten Strafrechtsreformgesetz,
Jura 1998, S. 598, 600.
学説の中には, 独立燃焼説を端的に, 火が目的物の用途に適した使用に
とって重要な部分に燃え移り, 可燃物の影響なしに独立して継続燃焼を可
能にすることと表現するものがある。
(55)
この継続燃焼が「可能性」で足りる
とする点は, 判例と同様に壁紙や天井の化粧張りの焼失を不十分としてお
り, 建造物の重要な構成部分に継続燃焼を要求することで一致している。
たんに判断基準を一括して表現しただけにすぎないといえる。したがって,
判例・通説は, 独立燃焼説の第一段階目に争いはなく, 確立された基準を
用いているといえよう。
独立燃焼説は, 目的物自体の燃焼作用を必要とする。例えば, 建造物内
の家具類等の媒介物が燃え上がることや, その影響で建造物自体に若干の
焦げ, 炭化や煤汚れを生じても不十分で重放火罪の未遂となる。
(56)
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(54) BT-Drucks. 13 /8587, S. 26.
(55) T. Die wichtigsten 	
des Besonderen Teils des StGB
durch das 6. Gesetz zur Reform des Strafrechts, Jura 1998, S. 181; U. Stein,
Dencker /Struensee /Nelles /Stein,  in das 6. Strafrechtsreform-
gesetz, 1998, 4. Teil, Rdn. 16 ; N. Wrage, Typische Probleme einer Brand-
stiftungsklausur, JuS 2003, S. 985 ; K. Beckemper, Brandstiftung und 
Reue, JA 2003, S. 926 ; G. Wolters /E. Horn, SK-StGB, Bd. II. 65. Lfg., 2006,
306 Rdn. 11, 306a Rdn. 12b ; H. Radtke, MK-StGB, Bd. 4, 2006, 306 Rdn.
50, 52 ; T. Reinbacher, Rassistischer Anschlag mit unerwartetem Ausgang,
Jura 2007, S. 387 ; E. Weiler, HK-StGB, 2008,306 Rdn. 7f.; G. Wolters, SSW-
StGB, 2009, 306 Rdn. 11, 306a Rdn. 14 ; G. Heine, /

StGB, 28. Aufl., 2010, 306 Rdn. 13 ; K. Lackner /StGB, 27. Aufl.,
2011, 306 Rdn. 3 ; J. Eisele, Strafrecht BT I, 2. Aufl., 2012, 54 Rdn. 1013 ;
J. Wessels /M. Hettinger, Strafrecht BT I, 36. Aufl., 2012, 21 Rdn. 957 ; T.
Paul, Fortgeschrittenenklausur Strafrecht―Der reuige Brandstifter, ZJS 2013,
S. 96. So auch H. Wolff, LK-StGB, Bd. 11, 12. Aufl., 2008, 306 Rdn. 6, 9 ; B.
Linke /B. Steinhilber, Das Feuer der Liebe, JA 2010, S. 123 ; R. Maurach /F. C.
Schroeder /M. Maiwaid, Strafrecht BT II, 10. Aufl., 2012, 51 Rdn. 1.
(56) G. Wolters /E. Horn, a. a. O., 306 Rdn. 11. また, ライヒ最高裁判所
の溶解, 化粧塗りの漆喰・モルタルやコンクリート壁が剥離・崩落した場
合も同様である。
(57)
その際に, たとえ建造物に多大な被害が及んだとしても,
煙, 煤や消火用水によってもたらされた場合は不十分である。
(58)
それに対して, 重放火罪の既遂となる目的物の燃焼作用は, 明るい炎を
上げるまでは必要でなく, かすかな光を伴う火災 (Glimmbrand) や炎を上
げずに盛んに煙っている火災 (Schwelbrand) で十分とされている。
(59)
例え
ば, 煙草や炭火のような燃え方と, 火がくすぶって激しく煙を上げていれ
ば足りるのである。もちろんながら, 火力の程度が微々たる状況にとどまっ
ていれば, 未だ媒介物の影響下を脱したといえないので, 独立した継続燃
焼が認められず未遂になるだろう。
もっとも, 炎を上げずに盛んに煙った火災は, 燃焼要件に含めた判例に
よると, 最初に目的物に燃焼作用を生じた後で, 室内の酸素不足によって
不完全燃焼を継続していた事案である。
(60)
その後に, 例えば, 消防隊が踏み
込むことで酸素の流入を生じ, 再び燃焼し始めるような火力要素に限られ
る。言い換えると, 酸素不足を条件とした一時的な不完全燃焼が肯定され
るだけであり, この火勢の延長として室内全体の激しい不完全燃焼により,
いわゆる「バックドラフト」をもたらすような現象である。そのため, 最
初から目的物に炎といった火力を伴わない火災であるならば, 燃焼要件で
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1882年10月20日判決, 同1894年 4 月30日判決, 同1930年 6 月16日判決も同
旨。
(57) 連邦通常裁判所1981年12月17日決定, 同1990年 7 月26日判決, 同2007
年 1 月10日決定。
(58) 連邦通常裁判所1984年 1 月18日判決, 同1986年 7 月31日決定参照。
(59) G. Wolters /E. Horn, (Anm. 55), 306 Rdn. 11 ; H. Radtke, (Anm. 55),
306 Rdn. 52 ; E. Weiler, (Anm. 55),306 Rdn. 7 ; H. Wolff, (Anm. 55),306
Rdn. 6 ; G. Wolters, (Anm. 55),306 Rdn. 11 ; K., (Anm. 55),306 Rdn.
3.
(60) ライヒ最高裁判所1889年 1 月 7 日判決。
はなく, 新たに導入された破壊要件の問題と捉えるべきである。現に判例
は, 炎を上げずに盛んに煙った火災について, 燃焼要件によると重放火罪
の未遂にとどまると評価している。
(61)
(2) 重要な構成部分
独立燃焼説は, 目的物の重要な構成部分が継続燃焼することを第一要件
とする。どのように燃えたのかを判断する前提とし, どの部分が燃えたの
かを確認しなければならない。
(62)
学説は, 住居建造物の重要な構成部分の判
断も判例に依拠している。すなわち, 1961年判決・2001年決定と同様に,
家具類と建造物の区別について, 取り外しに毀損を要するか否かの毀損基
準で判断する。
(63)
この基準で建造物から除外される家具類として, 例えば,
壁に釘付けされた本棚,
(64)
バーの合板製カウンターや
(65)
飲食店の窓際席に設け
られたようなパーティクルボードで
(66)
ある。これらの当該物が例外的に建造
物の構成部分と評価されるためには, 建築段階から作り付けられた壁棚や,
床に塗り込められた土台上のカウンターキッチンでなければならない。
また, 2001年決定は, 毀損基準による物理的な接合だけでは不十分で
あり, 内壁の機能的な役割も担う必要があるとしている。各室を区画する
ような隔壁の役割である。この評価は, 建造物の根本的な構成部分である
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(61) 連邦通常裁判所1997年 2 月25日決定, 同2001年12月 5 日決定, 同2006
年10月24日決定参照。Vgl. J. Eisele, (Anm. 55), 54 Rdn. 1020.
(62) H. Radtke, (Anm. 55), 306 Rdn. 52 ; H. Wolff, (Anm. 55), 306 Rdn. 9.
So auch F. Herzog, NK-StGB, Bd. 2, 3. Aufl., 2010, 306 Rdn. 24 ; G. Heine,
(Anm. 55), 306 Rdn. 13.
(63) H. Wolff, (Anm. 55), 306 Rdn. 8 ; F. Herzog, a. a. O., 306 Rdn. 25.
(64) 連邦通常裁判所1961年 6 月13日判決。
(65) 連邦通常裁判所1987年 7 月28日決定。
(66) 連邦通常裁判所2001年12月 5 日決定参照。
床, 天井, 屋根や柱の機能を担う当該物にも妥当するといえる。そうする
と, 1961年判決の意図した当該物よりも限定されることとなり, 例えば,
天井に取り付けられた大型シャンデリア, 床に接合した便器や浴槽も外部
を区画する役割を担うものではないので, 家具類と同様に評価されると思
われる。これらの物の燃焼は, たんなる媒介物が燃え始めた段階と同様に
重放火罪の未遂となる。
次に, 建造物の重要な構成部分に接着しているものであっても, 副次的
な構成部分にとどまるとの評価が認められている。
(67)
例えば, 部屋の壁紙,
(68)
天井の化粧張りや
(69)
壁と床の隙間を覆う幅木で
(70)
ある。それに対して, 床張り
されたじゅうたんやカーペットを重要な構成部分と評価する見解がある
が,
(71)
壁紙や天井クロスの役割と比較すると, じゅうたんやカーペット単体
は, 建造物の副次的な構成部分にとどまると解すべきである。重放火罪の
既遂を認めるうえで, フローリングといった床板の燃焼を要するだろう。
(72)
これらの副次的な構成部分は, 家具類等の媒介物と建造物の重要な構成部
分との中間的な位置付けになる。もっとも, 壁紙等の焼失だけでは重放火
罪の未遂になるので, 結論的に媒介物の位置付けと異なるものではない。
壁紙や天井クロスは, 室内の表面部分に貼り付けられた内装である。
(73)
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(67) H. Wolff, (Anm. 55), 306 Rdn. 8.
(68) 連邦通常裁判所1981年 3 月19日判決, 同2000年12月14日決定。
(69) 連邦通常裁判所1990年 7 月26日判決, 同1991年 4 月17日判決, 同2001
年12月 5 日決定。
(70) 連邦通常裁判所1993年 7 月14日決定, 同2012年 7 月17日決定。
(71) 連邦通常裁判所1993年10月14日決定。Vgl. H. Radtke, (Anm. 55), 306
Rdn. 51 ; H. Wolff, (Anm. 55), 306 Rdn. 8 ; G. Heine, (Anm. 55), 306 Rdn.
13 ; K.(Anm. 55),306 Rdn. 3 ; T. Fischer, StGB, 60. Aufl., 2013,306
Rdn. 14a.
(72) この評価について, 連邦通常裁判所1988年 4 月19日決定, 同1997年 9
月25日判決, 同2000年12月14日決定参照。
さ数 mmの紙, 布や合成樹脂製のシートで構成されており, ガソリンと
いった媒介物の火力に直に接することで燃焼と同時に焼失してしまう。こ
の焼失の点からも, 建造物に「独立した」継続燃焼を生じたと評価し難い
側面が窺える。すなわち, 媒介物の火力の影響の方が強いので,「可燃物
の影響なしに」と言い切れないことである。仮に壁紙等が建造物の重要な
構成部分に含まれるとしても, 継続燃焼の「独立性」の判断で, 重放火罪
の既遂を認めることができないといえよう。
それに対して, 火が建造物の重要な構成部分に燃え移って継続燃焼した
ならば, 建造物を全焼する可能性までは必要でない。
(74)
多くの重要な構成部
分は, 建造物にとって根本的で不可欠な一部分を担うため, 相応の厚みや
面積を備えている。そのため, 壁紙や化粧板と違って即座には燃え難いた
め, 逆に燃え始めることで燃焼作用の継続性が認められるといえる。例え
ば, 玄関ドア,
(75)
床,
(76)
壁,
(77)
柱や
(78)
階段室で
(79)
ある。その他に天井や屋根も該当す
る。
(80)
それに対して, 室内ドアや
(81)
ドア枠・窓枠も
(82)
重要な構成部分といわざる
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(73) また, 連邦通常裁判所2011年10月26日決定参照。
(74) G. Wolters /E. Horn, (Anm. 55),306 Rdn. 11 ; J. Wessels /M. Hettinger,
(Anm. 55), 21 Rdn. 957.
(75) 連邦通常裁判所1954年 7 月13日判決, 同1965年 7 月30日判決, 同1985
年 6 月18日判決。
(76) ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決, ハンブルク上級地方裁判所
1952年 6 月 4 日判決, 連邦通常裁判所1986年 6 月18日判決。
(77) ハンブルク上級地方裁判所1952年 6 月 4 日判決。
(78) ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決。
(79) 連邦通常裁判所1986年 6 月20日判決。
(80) Vgl. K. Geppert, (Anm. 53), S. 600 ; N. Wrage, (Anm. 55), S. 985 ; G.
Wolters /E. Horn, (Anm. 55), 306 Rdn. 11 ; H. Radtke, (Anm. 55), 306
Rdn. 51 ; H. Wolff, (Anm. 55),306 Rdn. 8 ; E. Weiler, (Anm. 55),306 Rdn.
8 ; K. , (Anm. 55), 306 Rdn. 3. So auch F. Herzog, (Anm. 62), 306
Rdn. 26 f.; T. Fischer, (Anm. 71), 306 Rdn. 14a. 多くの学説は, 共同住宅
をえないが, 単体の薄さや面積の狭さを考慮すると, さらに別の構成部分
への燃え広がりが必要になるであろう。
(83)
2．重要部分の継続燃焼
有力な学説は, 基本的に独立燃焼説を支持しつつも, 第二段階目の火災
が建造物の重要部分に拡大しうる段階で, 重放火罪の既遂を認めることに
否定的である。目的物の用途にとって副次的な部分の燃焼では足りず, あ
くまで重要部分に延焼することで初めて同罪の既遂を認める。すなわち,
燃焼要件の判断基準は, 目的物の用途に適した使用にとって重要な部分が
継続燃焼することである。
(84)
この基準は, 独立燃焼説を厳格化した以降の判
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の地下室の格子戸や仕切り用板壁を重要な構成部分ではないとする。たし
かに, わが国でいうと, 戸障子や公衆トイレの個室用板壁に類似するもの
であれば, 毀損基準によって否定できる。しかしながら, 一般的に室内ド
アや内壁に匹敵するものであれば, 重要な構成部分に該当することとの整
合性を説明できないので, 用途上の重要な住居部分で否定すべきではない
かと思われる。
(81) 連邦通常裁判所1984年 2 月 9 日判決, 同1985年 7 月23日判決, 同1988
年 2 月 9 日決定。
(82) ハンブルク上級地方裁判所1952年 6 月 4 日判決, 連邦通常裁判所1954
年 7 月13日判決, 同1984年 2 月 9 日判決。
(83) 連邦通常裁判所1988年 2 月 9 日決定, 同1995年 2 月22日判決。
(84) L. 	
Typische materiell-rehtliche Fehler in Strafurteilen
aus revisionsrechtlicher Sicht, NStZ 1986, S. 106 ; E. Horn /A. Hoyer, Rechts-
prechungsbericht, JZ 1987, S. 976 ; K. / S. 
Examensrelevante
Probleme der Brandstiftungsdelikte, JA 2001, S. 518 ; P. Liesching, Die
Brandstiftungsdelikte der306 bis 306c StGB nach dem Sechsten Gesetz zur
Reform des Strafrechts, 2002, S. 19, 86 ; R. 
AnwK-StGB, 2011, 306
Rdn. 13 ; R. Rengier, Strafrecht BT II, 13. Aufl., 2012,40 Rdn. 7 ; T. Fischer,
(Anm. 71),306 Rdn. 14. So auch A. Sinn, Der neue Brandstiftungstatbestand
(306 StGB), Jura 2001, S. 807 ; S. Seiterle, Brandstiftungsdelikte, Jura 2011,
S. 959.
例にもみられる。その際に, 継続燃焼と重要部分への拡大性を二段階に分
けて要求するものと, 端的に重要部分の継続燃焼と表現するものがある。
もっとも, 火災の拡大可能性で足りるとする判例・通説でも, 一戸建て
住宅や大規模建造物の住居部分が放火客体となる事案に対して, 厳格に重
要な構成部分の継続燃焼を要求している。言い換えると, 住居部分の事案
では, 構造上の重要な構成部分と用途上の重要な部分が一致するので, 重
要部分への火災の拡大性を問題にする必要はない。そうすると, 本見解の
中でもさらに用途上の重要部分の継続燃焼を要求することは, 大規模建造
物の事案で既遂を限定する点に特色がある。すなわち, 共同住宅や複合用
途建造物において, 重放火罪の用途に適した重要な部分, つまりは住居部
分の継続燃焼を要求することである。
(85)
このより厳格さを要求する根拠としては, 純粋な住居部分に継続燃焼を
生じた段階と比較して, その前段階の住居部分への延焼の可能性で足りる
となると, 機能的に重要な住居部分の継続燃焼と同等の結果無価値を含ま
ないことが挙げられる。
(86)
大規模建造物でも, あくまで住居部分に延焼する
ことで初めて重放火罪の既遂を認めるのである。
(87)
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(85) F. Herzog, (Anm. 62), 306 Rdn. 24, 306a Rdn. 12. また, 複合用途
建造物の事案に住居部分への延焼を要求する見解として, D. Kratzsch,
Zum Erfolgsunrecht der schweren Brandstiftung, JR 1987, S. 364 ; U. 
	
Anmerkung, StV 1990, S. 163 ; G. Wolters /E. Horn, (Anm. 55),306a
Rdn. 15 ; G. Wolters, (Anm. 55),306a Rdn. 17 ; G. Heine, (Anm. 55),306a
Rdn. 11. なお, 階段室や廊下のように, 機能的な住居用途に利用されてい
る部分の燃焼で足りるとする見解として, H. Radtke, Die Dogmatik der
Brandstiftungsdelikte, 1998, S. 194 f.; ders., (Anm. 55), 306a Rdn. 33.
(86) F. Herzog, (Anm. 62),306 Rdn. 24. So auch R. Ingelfinger, Anmerkung,
JR 1999, S. 212.
(87) なお, この見解を支持する学説は, 燃焼要件を重要部分の継続燃焼の
可能性と表現している。もっとも, 住居部分が実際に燃えることを要求す
この見解は, 独立燃焼説の第二段階目として, 住居部分への火災の拡大
性も可能性の程度では不十分とするものである。とりわけ, 複合用途建造
物において, 住居部分への延焼を不要としてきた判例の緩和化に歯止めを
かけることが主眼となる。本見解の帰結からすると, 例えば, 1 階に営
業部分, 3 階に住居部分がある事案を想定した場合, 放火された 1 階の
店舗, 2 階の廊下や 3 階への階段室が燃えて, 3 階の住居部分の玄関ド
アや外壁に延焼して初めて重放火罪の既遂が認められることになる。住居
者が玄関ドアから一歩踏み出せば, 1・2 階や階段室が火の海になってい
る状況を要求するのである。
しかしながら, この状況は, 一戸建て住宅の玄関ドアが燃焼しているこ
とと明らかに異なる。住居者が裏口から逃げ出そうにも, 3 階のベラン
ダから生死をかけて飛び降りるしか方法がない。これでは, 重放火罪の予
定する住居者の生命・健康に対する抽象的危険を超えて, 加重類型の生命
の具体的危険 (306条ｂ2 項 1 号) や, 死の結果 (306条ｃ) に切迫した状
況を要求することとなる。重放火罪の最小限の身体の保護目的を離れて,
過度に生命危険の現実化を燃焼要件に課してしまうのである。そうすると,
大規模建造物の住居部分の燃焼を要求する本見解は, 重放火罪の抽象的危
険からの保護に対して, あまりにも過度な限定を課すものであって妥当で
ない。
したがって, 判例が共同住宅の地下室の事案で示したように, 大規模建
造物の住居にとって副次的な部分が放火された場合は, 住居部分への延焼
の可能性で足りると解すべきである。この延焼の可能性を判断する際には,
防火壁や防火扉といった構造的な耐火性の有無が重要となる。例えば, 防
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る以上は,「重要部分の継続燃焼」と解すべきである。逆に, 住居部分ま
での延焼を不要とするならば,「重要部分の継続燃焼の可能性」と表現す
べきであろう。
空壕を改築した地下室では, 構成部分の継続燃焼だけで即座に住居部分へ
の延焼の可能性を認めることができず, 重放火罪の未遂にとどまる。
(88)
それに対して, 不十分な耐火構造であれば, 共同住宅の地下室や 1 階
の営業部分の重要な構成部分が継続燃焼したうえで, 住居部分への延焼の
可能性が認められて重放火罪の既遂になる。たとえ延焼の可能性で足りる
としても, 独立燃焼説が重要な構成部分の床, 壁や天井自体の燃焼作用の
継続性を要求するので, 同種の建材を用いて上階も建築される構造上の観
点からすると, 廊下, 階段室と住居部分に燃え広がりうると十分に評価で
きる。そのため, ドイツの燃焼要件を判断する独立燃焼説は, 第一段階と
して, 火が目的物の重要な構成部分に燃え移り, 可燃物の影響なしに独立
して継続燃焼することである。第二段階として, その燃焼による火災が目
的物の用途に適した使用にとって重要な部分に拡大しうることと解すべき
である。
3．小括
(1) 重要な構成部分の継続燃焼
通説は, 重放火罪の燃焼要件に関わる独立燃焼説の第一段階として, 火
が目的物の重要な構成部分に燃え移り, 可燃物の影響なしに独立して継続
燃焼することと解している。目的物の燃焼作用として, 重要な構成部分で
燃え広がるような継続性が要求されているのである。そのため, 一戸建て
住宅や大規模建造物の住居部分が放火客体となる場合, 判例・通説に争い
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(88) また, そもそも構造的に延焼の可能性が認められないのであれば, 一
体性を否定する判断のように, 地下室の燃焼を単純放火罪の枠内にとどめ
ることができるだろう。もっとも, ドイツ放火罪では, このような難燃性
建造物に対処するため, 燃焼要件の他に「破壊要件」が規定されたので,
一体性を否定する余地が限りなく狭められたように思われる。
はなく, 確立された判断基準が用いられているといえよう。
燃焼作用の火力要素としては, 煙草や炭火の火力のようにかすかな光を
伴う火災と, 炎を上げずに盛んに煙っている火災でも十分とされている。
もっとも, 最初から炎を伴わない盛んに煙った火災では, 目的物の被害が
激しい煙によっても生じるので, 燃焼要件からすると重放火罪の未遂にと
どめ, 新たに導入された破壊要件の枠内で同罪の既遂の成否を判断すべき
である。燃焼要件が認められるためには, 最初に燃焼作用を生じた後で,
室内の酸素不足によって不完全燃焼を継続していた場合に限られるであろ
う。
学説は, 継続燃焼の対象となる重要な構成部分の判断も判例に依拠して
いる。当該物が建造物の重要な構成部分といえるためには, 取り外しに毀
損を要するか否かの毀損基準と, 根本的な構成部分である床, 壁, 天井,
屋根や柱の機能を担う必要がある。この物理的な接合と機能的な役割から
すると, 原則的に建造物に取り付けられただけの当該物は, 建造物の重要
な構成部分から除外されることになる。例えば, 壁に釘付けされた本棚,
バーの合板製カウンターや飲食店の窓際席として設置されたパーティクル
ボードである。大掛かりなシャンデリア, 便器や浴槽も同様であると思わ
れる。それに対して, 例外的に建築段階から作り付けられた壁棚や, 床に
塗り込められた土台上のカウンターキッチンであれば, 建造物の重要な構
成部分となる。
また, たとえ建造物の重要な構成部分に接着しているものであっても,
副次的な構成部分として重放火罪の未遂にとどまるとの評価が認められて
いる。例えば, 部屋の壁紙, 天井クロスや壁と床の隙間を覆う幅木である。
床張りされたじゅうたんやカーペット単体も同様に評価すべきである。こ
れらの内装は, 火が燃え移って燃焼作用を開始するとともに燃え尽きてし
まうので, さらに別の構成部分に燃え広がるような継続燃焼を認め難い点
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も, 重放火罪の既遂を否定する理由となる。
したがって, 建造物の重要な構成部分は, 玄関ドア, 床, 壁, 天井, 屋
根, 柱や階段に限られるのである。これらの部分が継続燃焼することで,
初めて重放火罪の既遂が認められる。それに対して, 室内ドアやドア枠・
窓枠も重要な構成部分といえるが, 単体の薄さや面積の狭さを考慮すると,
燃焼作用の継続性を認めるうえで, さらに別の重要な構成部分への燃え広
がりが必要になるであろう。
(2) 重要部分への火災の拡大性
判例は, 共同住宅の地下室の事案について, 用途上の重要な住居部分へ
の火災の拡大可能性を要求した。もっとも, 一棟の複合用途建造物の事案
では, 延焼の可能性を要求する制限的解釈を拒否した。それに対して, 学
説では, さらに住居部分への延焼を要求する見解が有力である。この見解
によると, 独立燃焼説の第二段階目として, 火災の拡大可能性では不十分
となり, 重要な住居部分に火災が拡大することを必要とする。
本見解は, 目的物全体の用途にとって副次的な部分の燃焼では足りず,
あくまで重要な部分に延焼することで初めて重放火罪の既遂を認めるもの
である。共同住宅や複合用途建造物において, 同罪の用途に適した重要な
部分, つまりは住居部分の継続燃焼を要求するのである。そうすると, 例
えば, 放火された地下室や 1 階の営業部分から, 2 階の廊下や 3 階への
階段室が燃えたうえで, 3 階の住居部分の玄関ドアや外壁に延焼して,
初めて同罪の既遂が認められることになる。
しかしながら, 本見解は, 重放火罪の抽象的危険犯を過度に具体的危険
犯へと押し上げるもので妥当でない。地下室や 1 階の店舗だけでなく,
3階への階段室, 廊下や住居部分の玄関ドアまで火の海になることを要求
するからである。この状況は, 基本犯の重放火罪を超えて, 加重類型の生
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命の具体的危険犯や死の結果的加重犯の保護領域である。したがって, 重
放火罪の生命・健康に対する抽象的危険の保護目的からすると, 住居部分
への延焼の可能性で足りると解すべきである。
おわりに
本稿は, ドイツの重放火罪の燃焼要件について, 独立燃焼説の変遷を踏
まえて検討してきた。ドイツでは, 建造物の大規模化に合わせて, 放火客
体で異なる二段階構成の判断基準が用いられている。とりわけ, 第一段階
目の住居建造物の燃焼要件は, 建造物の範囲と燃焼作用の継続性が厳格に
解されている。わが国の独立燃焼説が緩和化に向かったことと対照的であ
る。わが国が「独立」燃焼で足りると緩和化したのに対して, ドイツでは
「継続」燃焼を要すると厳格化したのである。
まず, ドイツの独立燃焼説をまとめると, 第一段階として, 火が目的物
の重要な構成部分に燃え移り, 可燃物の影響なしに独立して継続燃焼する
ことである。第二段階として, その燃焼による火災が目的物の用途に適し
た使用にとって重要な部分に拡大しうることである。第一段階目の構造上
の重要な構成部分は, 一戸建て住宅や大規模建造物の住居部分が放火され
た場合に問題となる。それに対して, 第二段階目の機能的な用途上の重要
部分は, マンションの共同住宅や雑居ビルの複合用途建造物において, 住
居にとって副次的な地下室や店舗部分の事案が対象となる。
独立燃焼説の第一段階目は, 構造上の重要な構成部分が継続燃焼するこ
とを必要とする。この重要な構成部分は, 原則的に建造物の根本的で不可
欠な部分でなければならない。例えば, 床, 壁, 天井, 屋根や柱である。
それに対して, 家具類だけでなく, 部屋の壁紙や天井クロスの内装も副次
的な構成部分にすぎず, 当該物が燃焼しても重放火罪の未遂にとどまるこ
ととなる。重要な構成部分に含まれる室内ドアやドア枠・窓枠であっても,
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単体の燃焼だけでは不十分であり, 別の重要な構成部分に燃え広がること
が要求されている。
この重要な構成部分と継続燃焼による拡大性を厳格に解することが, ド
イツの独立燃焼説の特徴である。火が目的物に燃え移って燃焼し始める独
立性を優に超え, 目的物の骨格となる構成部分にまで燃え広がる継続性が
重視されている。そうすると, いわば独立燃焼説よりも「継続」燃焼説と
表現した方が, これまでの発展的な制限的解釈を反映させているように思
われる。
この判断基準をわが国の限界事例に適用すると, 壁紙を経由して天井板
を約 1尺 (約 30cm) 四方にわたって焼燬した最判昭和23年11月 2 日 (刑
集 2 巻12号1443頁) では, 燃え広がった天井板に厚みがあって燃焼作用
の継続性を生じていたならば, 現住建造物放火罪の既遂が成立することに
なる。天井部分に燃焼作用が生じると, 初期消火が不可能となるからであ
る。それに対して, エレベーターの化粧シートを約 0.3m2 にわたって燃
焼した最決平成元年 7月 7 日 (判時1326号157頁) は, 部屋の壁紙だけの
焼失と同様に, 現住建造物放火罪の未遂にとどまることとなる。この平成
元年決定に象徴されるように, 日独の判例理論の独立燃焼説では, 既遂時
期に差異がみられるのである。
このわが国の限界事例には, 目的物の範囲を限定する観点から, 既遂時
期の早期化に対応できるともいえる。焼損要件の問題ではなく, 建造物の
該当性を接合の強固性と構成部分の機能面から除外することである。しか
しながら, 組み立てや貼り付けによる建築方法のように, 現実には両要素
で建造物から除外し難いものがある。例えば, 室内ドアや化粧板である。
これらの構成部分が燃焼した場合, 焼損要件との相関関係で判断すること
に意義がある。すなわち, 燃え続けるという燃焼作用の継続性を要求して,
既遂時期の限定を達成することである。
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次に, ドイツの独立燃焼説の第二段階目は, 燃焼による火災が用途上の
重要な住居部分に拡大しうることである。大規模建造物における住居部分
への延焼の可能性は, それを裏付ける積極的な構造の認定を必要とする。
例えば, 副次的な部分の共同住宅の地下室全体に大規模な火災を生じたり,
住居部分に通じる階段室や爆発的な燃焼を惹起するガス管に燃え広がった
りすることである。このような段階に至ることで, 重放火罪の既遂が認め
られることになる。その意味で,「二段階」燃焼説とも表現できるだろう。
この火災の拡大可能性は, 複合用途建造物の事案にも応用すべきである。
判例は, 住居部分への延焼の可能性を不要とし, 営業部分の (継続) 燃焼
で足りるとしている。しかしながら, 共同住宅の地下室の事案と比較する
と, 構造的に延焼を防止する耐火性能として, 営業部分の方が劣るとまで
いえない。駅ビルの店舗のように, 耐火性の優れた建造物が存在するから
である。それに対して, 有力説のように, 住居部分に延焼して継続燃焼す
ることまでは要求すべきでない。この見解によると, 重放火罪の住居者の
生命・健康に対する抽象的危険を超えて, 生命に対する具体的危険を燃焼
要件に課してしまうからである。
最後に, 本稿では, ドイツの独立燃焼説をわが国に継承すべきではない
との批判に対応するため, ドイツの燃焼要件について, 判例の発展的解釈
を中心に検討してきた。ドイツの事案でも, 石やレンガ造りで構成された
建造物が問題になっていたのではなく, 木造部分の燃焼作用が重視されて
いる。ドイツの燃焼要件は, 建造物の構成部分の範囲と燃え広がりの拡大
性を重視することで制限化がなされている。そうすると, 独立燃焼説の既
遂時期が早過ぎるとの批判は, 必ずしも適切なものではないといえる。こ
の制限的解釈は, わが国の初期の独立燃焼説に通じる視点であり, 緩和化
が許容されてきた焼損要件の原点を顧みるものである。
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論説
Die Bedeutung des Inbrandsetzens
in deutschen Brandstiftungsdelikten
Yosuke AKIMOTO
Die Bedeutung des Inbrandsetzens ist eine Frage aus dem Bereich des
und dem 	
Weiterbrennen. Der Tatbestand der
schweren Bradstiftung ist dann der Fall, wenn das selbst in einer
Weise von dem Feuer 
wird, es 	
ohne Fortwirken des

weiterbrennt. Dabei es ist erforderlich, sich der Brand auf
Teile des ausbreiten kann, die dessen 

Gebrauch von wesentlicher Bedeutung sind.
Die Rechtsprechung und Literatur verlangen, wesentliche Bestand-
teile schon 	
gebrannt haben : es 
nicht, 


vom Feuer erfasst worden sind. Notwendig ist vielmehr, 
das Objekt selbst brennt. Das ist etwaZimmerwand, Decke, Dach
und Pfosten. Es handelt sich darum, ob der Tatbestand der
schweren Brandstiftung vollendet ist, wenn eine Tapete und eine Decken-
verkleidung des Zimmers brennt.
Im folgenden die Rechtsprechung und Literatur verlangen bei einem
Kellerraum in einem Mehrfamilienhaus,sich der Brand auf
	
ausbreiten kann, die dessen 
Gebrauch des 
also das Wohnen, wesentlich sind. Zum Beispiel ein Brand bricht im
ganzen Kellerraum von einem Teil aus, das zur Wohnung 
Treppenhaus 

	
ist, und das Feuer breitet sich
zu den Versorgungsleitungen aus, die die explosive Ver-
brennung 

Bei gemischt genutzten  ist die Abgrenzung
streitig. Nach der Rechtsprechung 
es, irgendein wesentlicher
Bestandteil eines in Brand gesetzt wird. Die Auffassung ist 

einauf den Wohnbereich ausbreiten kann. Es handelt
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sich aber darum, ob die Kriterien vereinheitlichen kann, wenn es mit einem
Kellerraum in einem Mehrfamilienhaus vergleicht.
Deshalb der Beitrag untersucht eine Frage die Bedeutung des
Inbrandsetzens. Ich will dabei den Blick auf dem Bereich des 	
und
dem 

	Weiterbrennen richten.
Einleitung
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1．Der Anfang des 

	Fortbrennens
2．Die Feuerkraft der Inbrandsetzung
II．Die Rechtsprechung nach dem Krieg
1．Die des 

	Weiterbrennens
2．Der Bestandteil der Sache
3．Das Weiterbrennen und die Ausbreitung auf andere wesentliche Teile
III．Die Rechtsprechung nach dem geltenden Strafrecht
1．Der wesentliche Bestandteil
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3．Ein gemischt genutztes 	
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